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第１章 計画の目的と位置づけ 
１－１ 計画策定の背景と目的 
１－１－１  背景 

本市の市営住宅等ストックは、市⺠の⽣活基盤として重要な役割を担っています。しかし、全国的
な傾向と同様に⽼朽化が進⾏しており、予防保全的な維持管理の強化と計画的な更新が喫緊の政策課
題となっています。 

本市では、市営住宅等ストックの効率的な維持管理を目的として、「宮古市市営住宅ストック総合
活用計画」（2003（平成 15）年 3 月）を経て、2010（平成 22）年 3 月に「宮古市公営住宅等⻑寿
命化計画」（以下「本計画」という。）を策定しました。その後、東日本大震災によるストックの変化
と災害公営住宅の整備を経て、将来の市営住宅等の需要と管理⼾数の最適化を図るため、本計画は
2012（平成 24）年度及び 2018（平成 30）年度に改定を⾏いました。 

 
１－１－２  目的 

本計画は、市営住宅等ストックの現状を詳細に把握し、団地別、住棟別の最適な事業⼿法（⻑寿命
化対策、建替、用途廃止等）を定めることで、市営住宅等ストックの持続的な確保・活用と⻑期的な
ライフサイクルコスト（以下「LCC」という。）の縮減を図ることを主たる目的とします。 

本計画では、これまでの予防保全的な維持管理を継続・発展させることに加え、東日本大震災後の
ストック変化や将来の人口減少、市営住宅等の需要の変化を⾒据えた管理⼾数と配置の最適化を図り
ます。これにより、良質な住宅ストックの確保と LCC のさらなる縮減を図ります。 

また、本計画は「宮古市公共施設再配置計画」や「宮古市⽴地適正化計画」等の関連計画を踏まえ、
将来の人口減少や住宅需要の変化を⾒据えた市営住宅等ストックの適切な管理⼾数と配置の最適化
を実現します。 

 
１－１－３  制度上の位置づけ 

本計画は、2016（平成 28）年 8 月に改定された「公営住宅⻑寿命化計画策定指針（国⼟交通省住
宅局）」に基づき策定するものです。本計画に基づく事業実施にあたっては、国⼟交通省所管の「社会
資本整備総合交付⾦」（地域住宅計画に基づく事業）の活用を基本とします。当該交付⾦を活用する際
には、当該事業が本計画に明確に位置づけられていることが必須要件となります。 
  



 

- 2 - 

１－２ 計画の位置づけ 
本計画は、本市の最上位計画である「宮古市総合計画」に定める住宅施策を具体的に推進するための

市営住宅等ストックに関する個別計画として位置づけられます。将来の市営住宅等の建替、改善、維持
管理、用途廃止等に関する⻑期的な方針を⽰すとともに、今後の事業実施に向けた具体的な整備計画と
なります。 

また、関連計画である「宮古市⽴地適正化計画」やその他の上位・関連計画との整合性を図り、市営
住宅等ストックの効率的かつ効果的な管理を確⽴します。 
 

図 １－２－１ 計画の位置づけ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３ 計画期間 
本計画の計画期間は 2026（令和 8）年度を初年度とし、2035（令和 17）年度を目標年度とする 10

年間とします。ただし、計画期間中であっても、社会・経済情勢の変化や事業の進捗状況等を踏まえ、
必要に応じて計画の点検・⾒直しを⾏います。 
  

宮古市  宮古市総合計画  (2025（令和 7）年 3 月） 

宮古市公共施設等総合管理計画 

（2024（令和 6）年 2 月） 

国 住⽣活基本計画（全国計画） 
（2021（令和 3）年 3 月） 

岩⼿県 岩⼿県住宅マスタープラン 
（2022（令和 4）年 3 月） 

関連計画 
 
 
 

都市計画、福祉、中心市街地など 

宮古市公営住宅等 
⻑寿命化計画 

（2026（令和 8）年 3 月） 

社会資本総合整備計画 
（地域住宅計画） 

宮古市公共施設 
再配置計画 

（2015（平成 27）年 3 月） 宮古市⽴地適正化計画 
（2024（令和 6）年 12 月） 



 

- 3 - 

１－４ 対象住宅 
本市が管理する市営住宅等ストックは、市営住宅 934 ⼾、災害公営住宅 563 ⼾、定住化促進住宅 11

⼾の合計 1,508 ⼾です。 
本計画が対象とする市営住宅等ストックは、定住化促進住宅（11 ⼾）を除いた、公営住宅法に基づく

住宅（市営住宅 934 ⼾及び災害公営住宅 563 ⼾）の合計 1,497 ⼾とします。 
 

表 １－４－１ 対象住宅 

 
※ 定住化促進住宅は、公営住宅法に基づく住宅ではないため本計画の対象外  

種別 番号 住宅団地名 管理戸数 種別 番号 住宅団地名 管理戸数

市営住宅 1 中里団地住宅 106 災害公営 1 高浜 12

2 山口団地住宅 93 住宅 2 近内 80

3 佐原団地住宅 100 3 崎山 24

4 八木沢団地住宅 191 4 日の出町 26

5 舘合住宅 24 5 和見町 23

6 日の出町団地住宅 53 6 西ヶ丘 24

7 西ヶ丘団地住宅 96 7 西町 53

8 高浜住宅 10 8 黒田町 24

9 津軽石住宅 10 9 本町 34

10 赤前住宅 16 10 金浜 12

11 新田平団地住宅 54 11 港町 40

12 長内団地住宅 10 12 上村 24

13 松原団地住宅 20 13 山口 23

14 日向団地住宅 20 14 赤前 14

15 桜木団地住宅 20 15 津軽石 35

16 刈屋団地住宅 5 16 重茂 4

17 和美団地住宅 5 17 田老三王 71

18 刈屋日向団地住宅 4 18 田老 40

19 八坂団地住宅 17 計 563

20 蟇目団地住宅 20 1,497

21 蟇目第２団地住宅 3 定住化促進 1 ひかげ住宅 5

22 飛の沢団地住宅 5 住宅 2 かわい住宅 6

23 飛の沢第２団地住宅 5 計 11

24 区界団地住宅 32 1,508

25 川井団地住宅 10

26 江繋団地住宅 5

計 934

対象住宅　計

合計
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第２章 現況把握 
２－１ 市営住宅等をめぐる現況 
２－１－１  人口・世帯の状況 

人口の推移 
本市の総人口は、継続して減少傾向で推移しており、2020（令和 2）年の国勢調査による総人口は

50,369 人です。 
特に、直近の 2015（平成 27）年から 2020（令和 2）年の 5 年間における減少率は 11.1%（6,307

人減）となっており、人口減少が著しい状況です。 
 

表 ２－１－１ 人口の推移・人口増加率 
単位︓人、％ 

 

出典︓国勢調査各年版 

 
図 ２－１－１ 人口の推移 

 
出典︓国勢調査各年版 

 
※表・グラフは、端数の処理により、⾒かけ上の合計が 100％とならない場合があります。（以下、同様） 
  

1985年
（昭和60年）

1990年
（平成2年）

1995年
（平成7年）

2000年
（平成12年）

2005年
（平成17年）

2010年
（平成22年）

2015年
（平成27年）

2020年
（令和2年）

人口 77,024 72,538 69,587 66,986 63,588 59,430 56,676 50,369
増加率 -5.8 -4.1 -3.7 -5.1 -6.5 -4.6 -11.1 

77,024 
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世帯数の推移 
本市の 2020（令和 2）年の国勢調査による総世帯数は 21,289 世帯、平均世帯人員は 2.37 人/世

帯です。1985（昭和 60）年以降、世帯数は増減を繰り返しながら推移していましたが、直近の 2015
（平成 27）年から 2020（令和 2）年では 9.0％減（2,098 世帯減）と大幅に減少しました。 

一方、平均世帯人員は、1985（昭和 60）年の 3.38 人／世帯から一貫して減少しています。2015
（平成 27）年の 2.42 人／世帯から 2020（令和 2）年には 2.37 人／世帯へと減少し、世帯の小規
模化が進⾏しています。 

 
表 ２－１－２ 世帯数の推移・世帯数増加率・平均世帯人員の推移 

単位︓世帯、％、人/世帯 

 

出典︓国勢調査各年版 

 
図 ２－１－２ 世帯数・平均世帯人員の推移 

 

出典︓国勢調査各年版 

  

1985年
（昭和60年）

1990年
（平成2年）

1995年
（平成7年）

2000年
（平成12年）

2005年
（平成17年）

2010年
（平成22年）

2015年
（平成27年）

2020年
（令和2年）

世帯数 22,782 22,859 23,244 23,386 23,077 22,509 23,387 21,289
世帯数増加率 0.3 1.7 0.6 -1.3 -2.5 3.9 -9.0
平均世帯人員 3.38 3.17 2.99 2.86 2.76 2.64 2.42 2.37

22,782 22,859 23,244 23,386 23,077 22,509 23,387 21,289 

3.38 
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単位：世帯 単位：人/世帯
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本市の 1985（昭和 60）年以降の世帯人員別世帯数の構成比をみると、1985（昭和 60）年時点で
は 4 人世帯（21.0％）及び 3 人世帯（19.9％）が主要な割合を占めていました。 

その後、4 人以上の世帯は継続的に減少し、対照的に 1 人世帯及び 2 人世帯の割合が増加傾向にあ
ります。 

直近の 2020（令和 2）年では、１人世帯が 35.2％で最大の構成比となり、2 人世帯（30.4％）と
合わせて全体の 65.6％を占めています。 

 
表 ２－１－３ 世帯人員別世帯数の推移 

単位︓世帯、％   

 

出典︓国勢調査各年版 

 
図 ２－１－３ 世帯人員別世帯数の構成比の推移 

 
出典︓国勢調査各年版 

1人 2人 3人 4人 5人 6人以上 合計

世帯 3,829 4,335 4,535 4,790 2,718 2,550 22,757
割合 16.8% 19.0% 19.9% 21.0% 11.9% 11.2% 100.0%
世帯 4,319 5,245 4,654 4,142 2,177 2,258 22,795
割合 18.9% 23.0% 20.4% 18.2% 9.6% 9.9% 100.0%
世帯 4,999 6,052 4,657 3,560 1,986 1,965 23,219
割合 21.5% 26.1% 20.1% 15.3% 8.6% 8.5% 100.0%
世帯 5,420 6,552 4,702 3,221 1,734 1,695 23,324
割合 23.2% 28.1% 20.2% 13.8% 7.4% 7.3% 100.0%
世帯 5,755 6,830 4,499 3,047 1,471 1,429 23,031

割合 25.0% 29.7% 19.5% 13.2% 6.4% 6.2% 100.0%

世帯 6,146 6,857 4,235 2,797 1,263 1,142 22,440

割合 27.4% 30.6% 18.9% 12.5% 5.6% 5.1% 100.0%

世帯 7,410 6,691 3,998 2,457 1,083 905 22,544

割合 32.9% 29.7% 17.7% 10.9% 4.8% 4.0% 100.0%

世帯 7,447 6,439 3,674 2,024 875 693 21,152

割合 35.2% 30.4% 17.4% 9.6% 4.1% 3.3% 100.0%
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年齢 3 区分別人口構成の推移 
本市の 1985（昭和 60）年以降の年齢 3 区分人口の構成比推移は、少子高齢化が顕著に進⾏してい

る状況を⽰しています。年少人口（0〜14 歳）の割合は、1985（昭和 60）年の 21.9％から減少し続
け、2020（令和 2）年には 9.9％となりました。一方、⽼年人口（65 歳以上）の割合は一貫して増
加し、1985（昭和 60）年の 11.8％から 2020（令和 2）年には 37.8％に達しています。直近の 2015
（平成 27）年から 2020（令和 2）年においても、⽼年人口は 4.0 ポイント増加しました。 

これに伴い、⽣産年齢人口（15〜64 歳）の割合は、1985（昭和 60）年の 66.3％から 2020（令
和 2）年には 51.6％へと低下しており、社会全体を支える負担が増大している状況となっています。 

 
表 ２－１－４ 年齢 3 区分人口の推移 

単位︓人、％    

 
出典︓国勢調査各年版 

※1 従属人口指数︓⽣産年齢人口に対して、年少人口と⽼年人口がどれだけいるかを⽰した指数 
※2 年少人口指数︓⽣産年齢人口に対して、年少人口がどれだけいるかを⽰した指数 
※3 ⽼年人口指数︓⽣産年齢人口に対して、⽼年人口がどれだけいるかを⽰した指数 
※4 ⽼年化指数︓⽼年人口に対して、年少人口がどれだけいるかを⽰した指数 
 

図 ２－１－４ 年齢 3 区分人口の割合の推移 

 
出典︓国勢調査各年版 

年少
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生産
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老年
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生産
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老年
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従属
人口
指数
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人口
指数

老年
人口
指数

老年化
指数
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人口動態 
本市の 2014（平成 26）年以降の人口動態は、自然動態（自然減）と社会動態（社会減）の両側面

から人口減少が進⾏しています。 
自然動態による人口減少（自然減）は、2014（平成 26）年以降、マイナス幅が継続的に拡大して

おり、2022（令和 4）年以降は 700 人を超える水準で推移しています。 
社会動態による人口減少（社会減）は、2018（平成 30）年の-591 人で最大の社会減を記録しまし

たが、直近の 2023（令和 5）年は-395 人となっています。これは、転入者数が概ね横ばいの中、転
出者数が 2021（令和 3）年の 1,753 人を境に減少傾向にあることが要因です。 

 

表 ２－１－５ 人口動態の推移 
単位︓人 

 
出典︓宮古市の統計令和 5 年版 

※データは各年 1 月〜12 月 
 

図 ２－１－５ 人口動態の推移 

 
出典︓宮古市の統計令和 5 年版 
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昼夜間人口の推移 
本市の昼夜間人口比率（昼間人口／夜間人口）は、1985（昭和 60）年以降、一貫して 100％をわ

ずかに超える水準で安定しており、2020（令和 2）年の比率は 101.7％となっています。これは、市
外からの流入人口（転入）が流出人口（転出）をわずかに上回る、職住の均衡が比較的保たれた構造
が継続していることを⽰しています。 

一方、絶対数では、夜間人口（定住人口）が 1985（昭和 60）年の 77,024 人から 2020（令和 2）
年には 50,369 人へ、昼間人口も同期間に 76,893 人から 51,241 人へと大きく減少しています。直
近の 2015（平成 27）年から 2020（令和 2）年における減少幅は、夜間人口が約 6,300 人、昼間人
口が約 7,000 人となっています。 
 

表 ２－１－６ 昼夜間人口の推移 
単位︓人、％ 

  
出典︓国勢調査各年版 

 
図 ２－１－６ 昼夜間人口の推移 

 
出典︓国勢調査各年版 
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住宅ストック 
① 居住世帯の有無別住宅ストック 

2023（令和 5）年の住宅・⼟地統計調査によると、本市の住宅総数は 24,640 ⼾であり、その内訳
は居住世帯あり 19,120 ⼾、居住世帯なし 5,520 ⼾となっています。居住世帯のない住宅（5,520 ⼾）
のうち、空き家は 5,470 ⼾であり、空き家率（住宅総数に占める空き家の割合）は約 22.2％に達し
ています。 

住宅ストックの推移をみると、住宅総数は直近の 2018（平成 30）年から 2023（令和 5）年にか
けて 800 ⼾減少しました。一方、空き家率は、2018（平成 30）年の 14.3％から 2023（令和 5）年
には 22.2％へと 7.9 ポイント増加しています。 

 

表 ２－１－７ 居住世帯の有無別住宅数の推移 
単位︓⼾、％ 

 
出典︓住宅・⼟地統計調査各年版 

※住宅・⼟地統計調査は、標本調査による推計値です。 
※本計画では、住宅・⼟地統計調査の記載データを用いるため、実際の合計値とは異なる場合があります。 

 
図 ２－１－７ 居住世帯の有無別住宅数の推移 

 
出典︓住宅・⼟地統計調査各年版 
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② 住宅の所有の関係別住宅ストック 
2020（令和 2）年の国勢調査によると、本市の住宅に住む一般世帯 20,941 世帯のうち、持ち家は

14,612 世帯（69.8％）で最も大きな割合を占めています。一方、借家総数は 6,101 世帯（29.1％）
であり、その内訳は市営住宅等の借家が 7.6％、⺠営借家が 16.7％、給与住宅が 4.8％となっていま
す。 

1985（昭和 60）年以降、持ち家の割合は概ね増加傾向で推移しましたが、2015（平成 27）年に
は一時的に 66.3％へ低下しました。この低下は、東日本大震災後の災害公営住宅の整備などにより、
公的借家ストックが一時的に増加したことを反映しています。 

 

表 ２－１－８ 住宅の所有関係別一般世帯数の推移 
単位︓世帯 

 
出典︓国勢調査各年版 

 

図 ２－１－８ 住宅の所有関係別一般世帯数の割合の推移 

 
出典︓国勢調査各年版 
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③ 建築の時期別住宅ストック 
2023（令和 5）年の住宅⼟地統計調査に基づき、建築時期別に本市の住宅ストックをみると、1970

（昭和 45）年以前に建築された住宅では、持ち家が 89.4％を占めています。この時期の公的借家の
割合は 0.4％と極めて低い状況です。 

一方、2011（平成 23）年から 2020（令和 2）年に建築された住宅では、構成比が変化していま
す。持ち家の割合は 63.7%に低下し、借家全体は 36.3％まで増加しています。特に、公的借家の割
合が 17.5％となり、⺠営借家（17.1％）とほぼ同水準となっています。この公的借家の増加は、東
日本大震災後の災害公営住宅の建設の影響を明確に⽰しています。 

 
表 ２－１－９ 建築年代・所有関係別住宅数の構成比の推移 

単位︓⼾、％ 

 
出典︓住宅・⼟地統計調査 令和 5 年版 

※総数は建設の時期不詳を含みます。 
※令和 5 年のデータは、2005 年から 2020 年までは 5 年単位の推計値のため、合算した数値で計上。各年のデータはあ

りません。 
※住宅・⼟地統計調査データは、標本調査による推計値です。 
※本計画では住宅・⼟地統計調査の記載データを用いるため、実際の合計値とは異なる場合があります。 
 

図 ２－１－９ 建築年代・所有関係別住宅数の構成比の推移 

 

出典︓住宅・⼟地統計調査各年版 
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④ 居住面積水準別、所有の関係別住宅ストック 
2023（令和 5）年の住宅・⼟地統計調査によると、本市の一般型誘導居住面積水準以上の世帯は

61.7％を占め、全体の居住水準は一定程度確保されています。一方、最低居住面積水準未満の世帯は
2.7％です。 

所有の関係別にみると、持ち家では一般型誘導居住面積水準以上が 80.2％と大半を占め、高い居
住水準を維持しています。一方、公的借家（公営等）では、中間水準（最低居住面積水準以上誘導居
住面積水準未満）の世帯が 28.3％を占めます。2018（平成 30）年の 42.3％と比較して改善傾向に
あるものの、依然として約 3 割の世帯が誘導居住面積水準に達していません。⺠営借家をみると、中
間水準の世帯が 42.7％と最も大きな割合を占めており、居住水準の課題がより顕著です。 

このことから、最低居住面積水準未満の世帯は、持ち家ではほぼ皆無であるのに対し、公的借家（公
営等）で 2.6％、⺠営借家で 10.7％存在していることから、持ち家と借家間における居住水準に明確
な格差があることを⽰しています。 

 

表 ２－１－１０ 居住面積水準別、所有の関係別住宅ストック 
単位︓世帯、％ 

 
出典︓住宅・⼟地統計調査 平成 30 年版、令和 5 年版 

 
※ 居住面積水準︓住⽣活基本計画（全国計画）（2011（平成 23）年 3 月閣議決定）に定められた住宅の面積に関する

水準で、最低居住面積水準、誘導居住面積水準（都市居住型・一般型）の 2 種類があります。 
それぞれ世帯の規模（人員）に応じた住宅の規模（面積）についての基準があります。 

 
最低居住面積水準︓世帯人員に応じて、健康で⽂化的な住⽣活を営む基礎として必要不可⽋な住宅の面積に関する水準 
 
誘導居住面積水準︓世帯人員に応じて、豊かな住⽣活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応するために必要と

考えられる住宅の面積に関する水準で次の２区分からなります。 
◆ 都市居住型…都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定したもの 
◆ 一般型…都市の郊外及び都市部以外の一般地域における⼾建住宅居住を想定したもの 

  

構成比 構成比 構成比 構成比

総数 1,010 4.7% 6,010 27.7% 2,370 10.9% 12,040 55.5% 21,690

持ち家 150 1.0% 3,080 20.8% 60 0.4% 11,530 77.9% 14,810

借家 870 13.1% 2,940 44.3% 2,310 34.8% 510 7.7% 6,630

公的借家 190 9.7% 830 42.3% 880 44.9% 70 3.6% 1,960

民営借家 80 8.8% 440 48.4% 390 42.9% 0 0.0% 910

給与住宅 160 21.9% 260 35.6% 290 39.7% 20 2.7% 730

総数 510 2.7% 4,510 23.6% 2,140 11.2% 11,790 61.7% 19,120

持ち家 110 0.8% 2,550 18.5% 80 0.6% 11,070 80.2% 13,810

借家 400 7.8% 1,960 38.2% 2,060 40.2% 720 14.0% 5,130

公的借家 40 2.6% 430 28.3% 930 61.2% 100 6.6% 1,520

民営借家 330 10.7% 1,310 42.7% 840 27.4% 590 19.2% 3,070

給与住宅 20 3.6% 210 38.2% 280 50.9% 30 5.5% 550

総数 -500 -1,500 -230 -250 6.2%

持ち家 -40 -530 20 -460 2.3%

借家 -470 -980 -250 210 6.3%

公的借家 -150 -400 50 30 3.0%

民営借家 250 870 450 590 19.2%

給与住宅 -140 -50 -10 10 2.7%

一般型
誘導居住面積水準

以上の世帯
主世帯
総数

R
5

H
30

最低居住面積水準
未満の世帯

最低居住面積水準以上
誘導居住面積水準未満

の世帯

都市居住型
誘導居住面積水準

以上の世帯

増
減
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図 ２－１－１０ 2018（平成 30）年の居住水準別所有関係別住宅ストック 

 

出典︓住宅・⼟地統計調査 平成 30 年版 

 
図 ２－１－１１ 2023（令和 5）年の居住水準別所有関係別住宅ストック 

 

出典︓住宅・⼟地統計調査 令和 5 年版 

  

4.7%

1.0%

9.7%

8.8%

21.9%

27.7%

20.8%

42.3%

48.4%

35.6%

10.9%

0.4%

44.9%

42.9%

39.7%

55.5%

77.9%

3.6%

0.0%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

持ち家

公的借家

民営借家

給与住宅

最低居住面積水準未満

の世帯

最低居住面積水準以上

誘導居住面積水準未満

の世帯

都市居住型誘導居住

面積水準以上の世帯

一般型誘導居住面積水準

以上の世帯

2018年

（H30年）

2.7%

0.8%

2.6%

10.7%

3.6%

23.6%

18.5%

28.3%

42.7%

38.2%

11.2%

0.6%

61.2%

27.4%

50.9%

61.7%

80.2%

6.6%

19.2%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

持ち家

公的借家

民営借家

給与住宅

最低居住面積水準未満

の世帯

最低居住面積水準以上

誘導居住面積水準未満

の世帯

都市居住型誘導居住

面積水準以上の世帯

一般型誘導居住面積水準

以上の世帯

2023年

（R5年）
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⑤ 年間収⼊階級、所有の関係別普通世帯数 
2023（令和 5）年の住宅・⼟地統計調査によると、本市の普通世帯のうち、年間収入 200 万円未

満の世帯が 31.1％で最大であり、次いで 200〜300 万円未満の世帯が 18.4％を占めています。この
ことは、市内に一定規模の低所得世帯が存在していることを⽰しています。 

所有の関係別では、持ち家、公的借家、⺠営借家のいずれにおいても、年間収入 200 万円未満の世
帯が最大の構成比を占めています。中でも、公的借家における当該世帯の割合は高く、市営住宅等が
低所得者向け住宅供給の役割を重点的に担っていることが明らかといえます。 

また、2018（平成 30）年と 2023（令和 5）年の比較では、年間収入 200 万円未満の世帯の割合
は増加傾向にあります。この傾向は、住宅セーフティネットとしての市営住宅等の重要性が増大して
いることを⽰しています。 

 

表 ２－１－１１ 年間収⼊階級別、所有関係別普通世帯数 1/2 
単位︓世帯、％ 

 
出典︓住宅・⼟地統計調査 平成 30 年版、令和 5 年版 

公営
都市再生

機構・公社
民営 給与

世帯 21,690 14,810 6,630 1,960 - 3,930 730

構成比 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% - 100.0% 100.0%

世帯 5,430 3,730 1,710 950 - 750 -

構成比 25.0% 25.2% 25.8% 48.5% - 19.1% -

世帯 4,160 2,880 1,280 430 - 760 100

構成比 19.2% 19.4% 19.3% 21.9% - 19.3% 13.7%

世帯 3,250 2,320 930 230 - 610 100

構成比 15.0% 15.7% 14.0% 11.7% - 15.5% 13.7%

世帯 2,130 1,550 580 90 - 410 80

構成比 9.8% 10.5% 8.7% 4.6% - 10.4% 11.0%

世帯 2,900 2,040 860 100 - 490 270

構成比 13.4% 13.8% 13.0% 5.1% - 12.5% 37.0%

世帯 1,610 1,180 430 - - 260 170

構成比 7.4% 8.0% 6.5% - - 6.6% 23.3%

世帯 590 470 120 10 - 100 10

構成比 2.7% 3.2% 1.8% 0.5% - 2.5% -

世帯 210 190 20 - - 20 -

構成比 1.0% 1.3% 0.3% - - 0.5% -

世帯 19,120 13,810 5,130 1,520 - 3,070 550

構成比 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% - 100.0% 100.0%

世帯 5,950 3,950 1,990 1,060 - 920 -

構成比 31.1% 28.6% 38.8% 69.7% - 30.0% -

世帯 3,520 2,590 940 240 - 640 50

構成比 18.4% 18.8% 18.3% 15.8% - 20.8% 9.1%

世帯 2,520 1,970 550 60 - 440 60

構成比 13.2% 14.3% 10.7% 3.9% - 14.3% 10.9%

世帯 2,220 1,670 540 100 - 420 30

構成比 11.6% 12.1% 10.5% 6.6% - 13.7% 5.5%

世帯 2,410 1,770 640 50 - 400 190

構成比 12.6% 12.8% 12.5% 3.3% - 13.0% 34.5%

世帯 1,670 1,310 360 10 - 160 180

構成比 8.7% 9.5% 7.0% - - 5.2% 32.7%

世帯 450 340 110 - - 90 20

構成比 2.4% 2.5% 2.1% - - 2.9% 3.6%

世帯 160 150 10 - - 10 -

構成比 0.8% 1.1% 0.2% - - 0.3% -

主世帯数
持ち家 借家

200万円
未満

200～
300万円

H
30

総数

500～
700万円

700～
1,000万円

1,000～
1,500万円

1,500万円
以上

300～
400万円

400～
500万円

R
5

総数

200万円
未満

200～
300万円

300～
400万円

400～
500万円

500～
700万円

700～
1,000万円

1,000～
1,500万円

1,500万円
以上
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表 ２－１－１２ 年間収⼊階級別、所有関係別普通世帯数 2/2 
単位︓世帯、％ 

 
出典︓住宅・⼟地統計調査 平成 30 年版、令和 5 年版 

  

公営
都市再生

機構・公社
民営 給与

世帯 -2,570 -1,000 -1,500 -440 - -860 -180

構成比 - - - - - - -

世帯 520 220 280 110 - 170 -

構成比 - - - - - - -

世帯 -640 -290 -340 -190 - -120 -50

構成比 - - - - - - -

世帯 -730 -350 -380 -170 - -170 -40

構成比 - - - - - - -

世帯 90 120 -40 10 - 10 -50

構成比 - - - - - - -

世帯 -490 -270 -220 -50 - -90 -80

構成比 - - - - - - -

世帯 60 130 -70 - - -100 10

構成比 - - - - - - -

世帯 -140 -130 -10 -10 - -10 20

構成比 - - - - - - -

世帯 -50 -40 -10 - - -10 -

構成比 - - - - - - -

主世帯数
持ち家 借家

増
減

総数

200万円
未満

200～
300万円

300～
400万円

400～
500万円

500～
700万円

700～
1,000万円

1,000～
1,500万円

1,500万円
以上
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図 ２－１－１２ 2018（平成 30）年の年間収⼊階級別、所有関係別主世帯数 

 

出典︓住宅・⼟地統計調査 平成 30 年版 

 
図 ２－１－１３ 2023（令和 5）年の年間収⼊階級別、所有関係別主世帯 

 

※都市再⽣機構・公社については、雇用促進住宅の譲渡や用途廃止により居住する世帯はありません。 
出典︓住宅・⼟地統計調査 令和 5 年版 

  

25.0%

25.2%

48.5%

19.1%

19.2%

19.4%

21.9%

19.3%

13.7%

15.0%

15.7%

11.7%

15.5%

13.7%

9.8%

10.5%

4.6%

10.4%

11.0%

13.4%

13.8%

5.1%

12.5%

37.0%

7.4%

8.0%

6.6%

23.3%

2.7%

3.2%

0.5%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

持ち家

公営

都市再生

機構・公社

民営

給与

200万円未満 200～300万円 300～400万円 400～500万円

500～700万円 700～1,000万円 1,000～1,500万円 1,500万円以上

2018年

（H30年）

31.1%

28.6%

69.7%

30.0%

18.4%

18.8%

15.8%

20.8%

9.1%

13.2%

14.3%

3.9%

14.3%

10.9%

11.6%

12.1%

6.6%

13.7%

5.5%

12.6%

12.8%

3.3%

13.0%

34.5%

8.7%

9.5%

5.2%

32.7%

2.4%

2.5%

2.9%

3.6%

0.8%

1.1%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

持ち家

公営

都市再生

機構・公社

民営

給与

200万円未満 200～300万円 300～400万円 400～500万円

500～700万円 700～1,000万円 1,000～1,500万円 1,500万円以上

2023年

（R5年）
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住宅フローの動向 
① 新設住宅着⼯⼾数の動向 

建築動態統計調査によると、本市の新設住宅着⼯⼾数は 2014（平成 26）年度のピーク以降、概ね
減少傾向で推移しています。直近の 2023（令和 5）年度の新設住宅着⼯⼾数は 56 ⼾であり、利用関
係別内訳は、持ち家 53 ⼾（94.6％）、分譲住宅 3 ⼾（5.4％）であり、貸家、給与住宅の着⼯はあり
ません。 

利用関係別の推移では、貸家（借家）は復興需要の一巡に伴い、2022（令和 4）年度以降は着⼯が
確認されていません。持ち家は、新設住宅着⼯数が年々減少傾向にあり、分譲住宅は低調な水準で推
移しています。 
 

表 ２－１－１３ 利⽤関係別新設住宅着⼯⼾数の推移 
単位︓⼾、％ 

 
出典︓岩⼿県建築動態統計調査 H26〜R5 年度 

 
図 ２－１－１４ 利⽤関係別新設住宅着⼯⼾数の推移 

 

出典︓岩⼿県建築動態統計調査 H26〜R5 年度 

戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 構成比

2010年度
（H22年度）

202 100.0% 80 39.6% 119 58.9% 2 1.0% 1 0.5%

2011年度
（H23年度）

304 100.0% 167 54.9% 120 39.5% 0 0.0% 17 5.6%

2012年度
（H24年度）

574 100.0% 306 53.3% 262 45.6% 0 0.0% 6 1.0%

2013年度
（H25年度）

741 100.0% 302 40.8% 430 58.0% 0 0.0% 9 1.2%

2014年度
（H26年度）

833 100.0% 295 35.4% 525 63.0% 1 0.1% 12 1.4%

2015年度
（H27年度）

473 100.0% 363 76.7% 107 22.6% 1 0.2% 2 0.4%

2016年度
（H28年度）

325 100.0% 254 78.2% 65 20.0% 2 0.6% 4 1.2%

2017年度
（H29年度）

222 100.0% 179 80.6% 35 15.8% 2 0.9% 6 2.7%

2018年度
（H30年度）

135 100.0% 112 83.0% 23 17.0% 0 0.0% 0 0.0%

2019年度
（R1年度）

128 100.0% 113 88.3% 14 10.9% 0 0.0% 1 0.8%

2020年度
（R2年度）

113 100.0% 103 91.2% 4 3.5% 0 0.0% 6 5.3%

2021年度
（R3年度）

130 100.0% 115 88.5% 10 7.7% 0 0.0% 5 3.8%

2022年度
（R4年度）

88 100.0% 85 96.6% 0 0.0% 0 0.0% 3 3.4%

2023年度
（R5年度）

56 100.0% 53 94.6% 0 0.0% 0 0.0% 3 5.4%

分譲住宅総数 持ち家 貸家 給与住宅
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② 近年の地価動向 
2024（令和 6）年の地価公⽰によると、本市の地価（平均価格）は、住宅地で 25,400 円/㎡、商

業地で 54,050 円/㎡となっています。 
2015（平成 27）年以降の推移をみると、地価は住宅地、商業地ともに下落傾向にありましたが、

近年は下げ止まりの傾向を⽰しています。住宅地は、2015（平成 27）年の 27,394 円/㎡から継続的
に下落した後、2020（令和 2）年以降は 26,000 円/㎡前後で横ばいに推移しています。商業地は、
2022（令和 4）年に 53,600 円/㎡まで下落しましたが、それ後は概ね 54,000 円/㎡程度で安定的に
推移しています。 

 

表 ２－１－１４ 地価（平均価格）の推移 
単位︓円/㎡ 

 
出典︓地価公⽰、都道府県地価調査 

 
図 ２－１－１５ 地価（平均価格）の推移 

 

出典︓地価公⽰、都道府県地価調査 
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（H30年）

2019年
（R1年）

2020年
（R2年）

2021年
（R3年）

2022年
（R4年）

2023年
（R5年）

2024年
（R6年）

実数 27,394 27,327 27,261 26,822 26,629 26,398 26,107 25,872 25,642 25,400

前年比 101.9% 99.8% 99.8% 98.4% 99.3% 99.1% 98.9% 99.1% 99.1% 99.1%

実数 55,100 55,100 54,925 54,800 55,525 55,475 54,850 53,600 55,275 54,050

前年比 100.7% 100.0% 99.7% 99.8% 101.3% 99.9% 98.9% 97.7% 103.1% 97.8%
商業地

住宅地

27,394 27,327 27,261 26,822 26,629 26,398 26,107 25,872 25,642 25,400

55,100 55,100 54,925 54,800 55,525 55,475 54,850 53,600
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２－１－２  市営住宅等ストックの現況 
市営住宅等ストックの管理状況 

本市が管理する市営住宅等ストックの管理⼾数は、2025（令和 7）年 4 月 1 日現在で合計 1,508
⼾です。その内訳は、市営住宅（26 団地 934 ⼾）、災害公営住宅（18 団地 563 ⼾）、及び定住化促
進住宅（2 団地 11 ⼾）となっています。 

地区別の配置状況をみると、市営住宅は宮古地区（宮古、津軽石、重茂）に 699 ⼾が配置され最大
であり、次いで新⾥地区（茂市、刈屋、蟇目）124 ⼾、⽥⽼地区 64 ⼾、川井地区 47 ⼾となってい
ます。災害公営住宅 563 ⼾は、宮古地区に 452 ⼾、⽥⽼地区に 111 ⼾配置されており、市営住宅等
ストック全体の約 37％を占めています。この配置は、東日本大震災の被害状況を反映したものです。 

 
表 ２－１－１５ 市営住宅等一覧 

 
※一般的に建替えや用途廃止等に指定されていた住⼾は、新規の入居者の募集を⾏わない「募集停止」の対象とします。

この「募集停止」の対象となる住⼾は、現在入居者がいる住⼾と空家の住⼾の両方が含まれます。一方「政策空家」と
は、そのうち空家になっている住⼾のことです。 

 空家戸数

（戸）
募集
停止

（戸）
全

空家率
空家 空家率

政策
空家

政策
空家率

市営 宮古 1 中里団地 S37～H3 12 106 36 49 46.2% 57 53.8% 26 24.5% 31 29.2%
2 山口団地 H4～H9 15 93 0 88 94.6% 5 5.4% 5 5.4% 0 0.0%
3 佐原団地 S47～H26 9 100 40 70 70.0% 30 30.0% 4 4.0% 26 26.0%
4 八木沢団地 S48～S54 23 191 191 85 44.5% 106 55.5% 49 25.7% 57 29.8%
5 舘合 S55 1 24 0 20 83.3% 4 16.7% 4 16.7% 0 0.0%
6 日の出町団地 S56～S57 7 53 0 34 64.2% 19 35.8% 17 32.1% 2 3.8%
7 西ヶ丘団地 S58～S61 4 96 0 65 67.7% 31 32.3% 31 32.3% 0 0.0%
8 高浜 S43 2 10 10 1 10.0% 9 90.0% 0 0.0% 9 90.0%

津軽石 9 津軽石 S44 2 10 10 4 40.0% 6 60.0% 0 0.0% 6 60.0%
10 赤前 S44 3 16 16 4 25.0% 12 75.0% 0 0.0% 12 75.0%

田老 11 新田平団地 S40～S42 14 54 54 14 25.9% 40 74.1% 0 0.0% 40 74.1%
12 長内団地 S59～S60 4 10 10 5 50.0% 5 50.0% 0 0.0% 5 50.0%

茂市・刈屋 13 松原団地 S40 5 20 20 9 45.0% 11 55.0% 0 0.0% 11 55.0%
14 日向団地 S46 6 20 20 9 45.0% 11 55.0% 0 0.0% 11 55.0%
15 桜木団地 S53 5 20 20 11 55.0% 9 45.0% 0 0.0% 9 45.0%
16 刈屋団地 S63 5 5 0 4 80.0% 1 20.0% 1 20.0% 0 0.0%
17 和美団地 S63～H1 5 5 0 4 80.0% 1 20.0% 1 20.0% 0 0.0%
18 刈屋日向団地 H3 4 4 0 3 75.0% 1 25.0% 1 25.0% 0 0.0%

蟇目 19 八坂団地 S41,H8 8 17 12 6 35.3% 11 64.7% 0 0.0% 11 64.7%
20 蟇目団地 S47 5 20 20 12 60.0% 8 40.0% 0 0.0% 8 40.0%
21 蟇目第２団地 H1 3 3 0 2 66.7% 1 33.3% 1 33.3% 0 0.0%
22 飛の沢団地 H2 5 5 0 3 60.0% 2 40.0% 2 40.0% 0 0.0%
23 飛の沢第２団地 H6 5 5 0 4 80.0% 1 20.0% 1 20.0% 0 0.0%

川井 24 区界団地 S57,S59 32 32 0 14 43.8% 18 56.3% 18 56.3% 0 0.0%
25 川井団地 H8～H10 10 10 0 5 50.0% 5 50.0% 5 50.0% 0 0.0%
26 江繋団地 H13 5 5 0 4 80.0% 1 20.0% 1 20.0% 0 0.0%

小計 199 934 459 529 56.6% 405 43.4% 167 17.9% 238 25.5%
定住 茂市・刈屋 1 ひかげ S55 1 5 0 1 20.0% 4 80.0% 4 80.0% 0 0.0%

川井 2 かわい H12 1 6 0 3 50.0% 3 50.0% 3 50.0% 0 0.0%
小計 2 11 0 4 36.4% 7 63.6% 7 63.6% 0 0.0%

災害 宮古 1 高浜 H25 2 12 0 12 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
2 近内 H25～H26 2 80 0 76 95.0% 4 5.0% 4 5.0% 0 0.0%
3 崎山 H26 1 24 0 20 83.3% 4 16.7% 4 16.7% 0 0.0%
4 日の出町 H27 6 26 0 22 84.6% 4 15.4% 4 15.4% 0 0.0%
5 和見町 H27 1 23 0 23 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
6 西ヶ丘 H27 1 24 0 24 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
7 西町 H27 2 53 0 52 98.1% 1 1.9% 1 1.9% 0 0.0%
8 黒田町 H27 1 24 0 24 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
9 本町 H27 1 34 0 34 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
10 金浜 H27 2 12 0 11 91.7% 1 8.3% 1 8.3% 0 0.0%
11 港町 H27 1 40 0 39 97.5% 1 2.5% 1 2.5% 0 0.0%
12 上村 H27 1 24 0 23 95.8% 1 4.2% 1 4.2% 0 0.0%
13 山口 H28 1 23 0 22 95.7% 1 4.3% 1 4.3% 0 0.0%

津軽石 14 赤前 H26 7 14 0 10 71.4% 4 28.6% 4 28.6% 0 0.0%
15 津軽石 H27 1 35 0 27 77.1% 8 22.9% 8 22.9% 0 0.0%

重茂 16 重茂 H27 4 4 0 3 75.0% 1 25.0% 1 25.0% 0 0.0%
田老 17 田老三王 H27 25 71 0 62 87.3% 9 12.7% 9 12.7% 0 0.0%

18 田老 H27 1 40 0 30 75.0% 10 25.0% 10 25.0% 0 0.0%
小計 60 563 0 514 91.3% 49 8.7% 49 8.7% 0 0.0%
合計 261 1,508 459 1,047 69.4% 461 30.6% 223 14.8% 238 15.8%

入居率
入居
戸数
（戸）

管理
区分

地区区分 団地名 建設年度
棟数
（棟）

管理戸数
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図 ２－１－１６ 市営住宅等分布図 

 



 

- 22 - 

市営住宅等ストックの⽼朽度と性能の現況 
① 建物の構造 

市営住宅等ストック全体の構造は、耐火構造が 61.2％と過半数を占めています。⽊造・簡易耐火
（平屋）構造は 27.0％、簡易耐火構造の⼆階建ては 11.8％です。 

管理区分別の構造比率では、災害公営住宅は耐火構造が 75.3％と高いのに対し、市営住宅は耐火
構造が 53.4％に留まっています。市営住宅の残りの約半数は、簡易耐火構造の⼆階建て（18.5％）
及び⽊造・簡易耐火（平屋）構造（28.1％）となっています。定住化促進住宅は、簡易耐火構造の⼆
階建てと⽊造・簡易耐火（平屋）構造がそれぞれ半数程度を占めています。 

建設年度別推移から、市営住宅は 1974（昭和 49）年以前に建設された住棟は⽊造・簡易耐火構造
が中心であるのに対し、1975（昭和 50）年以降は耐火構造の割合が増加しています。 

 

図 ２－１－１７ 構造別⼾数の割合 

 

 
図 ２－１－１８ 建設年度別構造別⼾数 
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② 住⼾の規模 
市営住宅等ストックの住⼾規模は、50〜60 ㎡未満が 40.0％で最大であり、次いで 60〜70 ㎡未満

が 25.1％、40〜50 ㎡未満が 12.9％、40 ㎡未満が 10.6%となっています。管理区分別にみると、
市営住宅は 50 ㎡未満の小規模な住⼾が全体の約 3 割を占めています。これは、世帯の小規模化が進
む現状において、最低居住面積水準（25 ㎡）は満たしつつも、誘導居住面積水準からみて広さが不⾜
する住⼾が多数存在することを意味します。一方、災害公営住宅は 50〜60 ㎡未満が約 6 割を占め、
相対的に広い住⼾構成となっており、40 ㎡未満の住⼾はありません。定住化促進住宅は 40〜50 ㎡
未満と 70 ㎡以上の住⼾がほぼ半数ずつを占める構成となっています。 
 

図 ２－１－１９ 住⼾面積別⼾数の割合 

  

 
図 ２－１－２０ 住⼾面積別構造別⼾数 
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③ 住⼾の居住面積水準 
住⽣活基本計画（全国計画）（2021（令和 3）年 3 月 19 日閣議決定）で設定された基準に基づき、

居住面積水準の達成状況を評価しました。 
 

最低居住面積水準 

単身者：25 ㎡ 

2 人以上の世帯：10 ㎡×世帯人数＋10 ㎡ ※ 

 

都市居住型誘導居住面積水準 

単身者：40 ㎡ 

2 人以上の世帯：20 ㎡×世帯人数＋15 ㎡ ※ 

 

※上記の式における世帯人数は、3 歳未満の者は 0.25 人、3 歳以上 6 歳未満の者は 0.5 人、6 歳以上 10 歳未満の者は
0.75 人として算定する。 

 

最低居住面積水準については、ほぼ全ての住⼾（達成率 98.4％）で水準を達成しています。水準に
満たない 1.6%の住⼾では、25 ㎡以上の面積は確保されているものの、住⼾規模に対し世帯人数が過
大であるために水準に不適合となっています。 

都市居住型誘導居住面積水準については、約 66.3％の住⼾で水準を達成しています。水準に満た
ない 33.7％の住⼾のうち、約 9 割は 40 ㎡以上の面積が確保されながらも、世帯人数とのミスマッチ
により水準に不適合となっています。 

 

図 ２－１－２１ 居住面積水準の達成状況（2025（令和 7）年 4 月 1 日現在） 

 

 

※ 居住面積水準︓住⽣活基本計画（全国計画）（2021（令和 3）年 3 月 19 日閣議決定）に定められた住宅の面積に関
する水準で、最低居住面積水準、誘導居住面積水準（都市居住型・一般型）の 2 種類があります。 
それぞれ世帯の規模（人員）に応じた住宅の規模（面積）についての基準があります。 
 

最低居住面積水準︓世帯人員に応じて、健康で⽂化的な住⽣活を営む基礎として必要不可⽋な住宅の面積に関する水準 
 
誘導居住面積水準︓世帯人員に応じて、豊かな住⽣活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応するために必要と

考えられる住宅の面積に関する水準で次の 2 区分からなります。 
◆ 都市居住型…都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定したもの 
◆ 一般型…都市の郊外及び都市部以外の一般地域における⼾建住宅居住を想定したもの 
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市営住宅における居住面積水準の達成状況を 2018（平成 30）年と 2025（令和 7）年で比較した
結果、水準の改善が確認されます。最低居住面積水準未満の住⼾割合は、2018（平成 30）年の 3.9％
から 2025（令和 7）年には 3.0%へ 0.9 ポイント減少しています。都市居住型誘導面積水準未満の
住⼾割合は、2018（平成 30）年の 43.1％から 2025（令和 7）年には 40.3％へ 2.8 ポイント減少
しています。 

団地別にみると、最低居住面積水準に満たない住⼾は、中⾥団地②、山口団地、佐原団地①、八⽊
沢団地①、⻄ヶ丘団地、赤前、新⽥平団地、松原団地、日向団地、八坂団地①、蟇目団地、蟇目第２
団地、⿊⽥町の計 13 団地で依然として存在します。 

また、都市居住型誘導居住面積水準に満たない住⼾は、中⾥団地①、津軽石、新⽥平団地、松原団
地、日向団地、八坂団地①、蟇目団地、蟇目第２団地、重茂の計 9 団地で依然として存在しています。 

 

 

図 ２－１－２２ 市営住宅の居住面積水準の達成状況 

  

 

  

96.1%

97.0%

3.9%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2018年（H30）

（n=666）

2025年（R7）

（n=529）

水準以上 水準未満最低居住面積水準

【市営住宅】

56.9%

59.7%

43.1%

40.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2018年（H30）

（n=666）

2025年（R7）

（n=529）

水準以上 水準未満都市居住型誘導居住面積水準

【市営住宅】



 

- 26 - 

図 ２－１－２３ 団地別居住面積水準の達成状況（2025（令和 7）年 4 月 1 日現在） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ 細分化して集計した住宅 
【建設年度、住宅構造による分類】 【住宅構造による分類】 

中里団地 佐原団地 八坂団地 八木沢団地 

①：S39 以前、簡耐 

②：S62 以降、耐火 

①：S47、簡耐 

②：H25 以降、耐火 

①：S41、簡耐 

②：H8、木造 

①：簡耐 

②：耐火 
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④ 住宅設備 
市営住宅の住宅設備では、浴室は全ての住宅で整備済です。一方、3 箇所給湯は約 8 割、浴槽は約

5 割、エレベーターは約 4 割、水洗トイレは約 2 割の住宅で未整備となっています。 
災害公営住宅では、5 項目すべてが整備済です。 
定住化促進住宅では、浴室、水洗トイレは全ての住宅で整備済です。一方、浴槽及び 3 箇所給湯に

ついては、それぞれ約半数の住宅で未整備となっています。 
 

図 ２－１－２４ 住⼾設備の整備状況 

 

 

 

 
※3 箇所給湯︓台所、洗面所、浴室の 3 箇所に給湯設備が整備されている住宅を⽰します。 
※エレベーター︓三階建て以上でエレベーターが整備されている住宅を⽰します。  
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⑤ 耐⽤年限経過状況 
2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、市営住宅等ストック 1,508 ⼾のうち、420 ⼾（約 28％）が既

に耐用年限を経過しています。さらに 778 ⼾（約 52％）が耐用年限の半分（1/2）を既に経過してい
ます。 

耐用年限を経過した 420 ⼾の構造別内訳は、⽊造・簡易耐火（平屋）構造が 242 ⼾、簡易耐火⼆
階建て構造構造が 178 ⼾となっています。これらの多くは市営住宅に含まれていることから、集約化
や建替え等の検討が喫緊の課題となります。 

 

図 ２－１－２５ 耐⽤年限 1/2 経過⼾数 
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図 ２－１－２６ 耐⽤年限経過⼾数 
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表 ２－１－１６ 耐⽤年限経過状況①（2025（令和 7）年 4 月 1 日現在） 
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表 ２－１－１７ 耐⽤年限経過状況②（2025（令和 7）年 4 月 1 日現在） 
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市営住宅等の利⽤状況及び需要 
① ⼊居状況 

2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、市営住宅等 1,508 ⼾の入居⼾数は 1,047 ⼾（69.4％）であり、
空き家は 223 ⼾（14.8％）、政策空家は 238 ⼾（15.8％）です。管理区分別の空き家率は、市営住
宅が 17.9％、災害公営住宅が 8.7％、定住化促進住宅が 63.6％となっています。 

市営住宅における政策空家は、建替や改善事業のために意図的に募集停止している住⼾であり、市
営住宅の総⼾数 934 ⼾に対して 25.5％を占めています。 

これらの政策空家 238 ⼾は、八⽊沢団地①（57 ⼾）、新⽥平団地（40 ⼾）、佐原団地①（26 ⼾）
などで多くなっています。 

 
図 ２－１－２７ ⼊居状況（比較） 

 

 
図 ２－１－２８ 住宅種別⼊居状況（比較） 
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図 ２－１－２９ 地区別⼊居状況（比較） 
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図 ２－１－３０ 団地別⼊居状況（2025（令和 7）年 4 月 1 日現在） 
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定住化促進住宅

災害公営住宅

※ 細分化して集計した住宅 
【建設年度、住宅構造による分類】 【住宅構造による分類】 

中里団地 佐原団地 八坂団地 八木沢団地 

①：S39 以前、簡耐 

②：S62 以降、耐火 

①：S47、簡耐 

②：H25 以降、耐火 

①：S41、簡耐 

②：H8、木造 

①：簡耐 

②：耐火 
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② ⼊居募集の状況 
市営住宅等の入居募集の状況は、募集件数に対して応募件数が大幅に下回る、需給のミスマッチが

継続しています。募集件数は、2018（平成 30）年度以降、大幅に増加傾向にありますが、これは主
に 2019（平成 31）年 2 月以降に災害公営住宅の一般募集（被災者以外）が開始されたことが要因と
なっています。しかし、募集件数全体の約 7 割は依然として市営住宅によるものであり、ミスマッチ
の解消には至っていません。 

一方、応募件数は 2019（令和元）年度以降、概ね 50 件以上で推移していますが、募集件数を大幅
に下回る状況は変わらず、応募倍率の低迷に繋がっています。 

応募倍率は、2017（平成 29）年度以降、一貫して 1.0 倍を下回っています。これは、募集⼾数が
実際の入居希望を大きく上回っており、一部のストックへの需要が極めて低いことを⽰しています。 

団地別にみると、⻑内団地、刈屋団地、刈屋日向団地、区界団地、江繁団地などでは、募集に対し
て応募が無い状況が継続しています。これは、⽴地条件や⽼朽化が需要低下の主な要因であることを
裏付けています。 

 

図 ２－１－３１ 応募倍率の状況 
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表 ２－１－１８ 団地別応募倍率の状況 

 
  

管理
区分

地区区分
H27
年度

H28
年度

H29
年度

H30
年度

R1
年度

R2
年度

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

市営 宮古 1 中里団地 0.29 0.50 － 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01

2 山口団地 4.50 6.00 1.50 1.23 0.46 0.50 0.33 0.36 0.64 0.36
3 佐原団地 － － － 0.56 0.57 2.67 0.38 0.29 0.25 0.08

4 八木沢団地 － － － － － － － － － －
5 舘合 － 1.00 － 0.00 0.00 0.06 0.04 0.00 0.06 0.07
6 日の出町団地 0.80 0.33 0.50 0.13 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00
7 西ヶ丘団地 1.00 1.50 1.00 0.25 0.05 0.03 0.00 0.02 0.02 0.00
8 高浜 － － － － － － － － － －

津軽石 9 津軽石 － － － － － － － － － －
10 赤前 － － － － － － － － － －

田老 11 新田平団地 － － － － － － － － － －
12 長内団地 － 0.00 － 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

茂市・刈屋 13 松原団地 － － － － － － － － － －
14 日向団地 － － － － － － － － － －
15 桜木団地 － － － － － － － － － －
16 刈屋団地 － － － － 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
17 和美団地 － － 0.00 0.00 0.05 0.15 0.20 0.00 0.00 0.00
18 刈屋日向団地 － － － － 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

蟇目 19 八坂団地 1.00 － － 0.00 0.20 － － 0.00 － －
20 蟇目団地 － － － － － － － － － －
21 蟇目第２団地 － － － － － 1.00 － － 0.00 0.00
22 飛の沢団地 0.00 － － － 0.00 0.00 0.25 0.00 0.14 0.00
23 飛の沢第２団地 － － － － － 0.00 0.00 － － －

川井 24 区界団地 0.00 － － － 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
25 川井団地 0.00 1.00 0.00 0.50 0.00 0.00 0.00 0.18 0.14 0.08
26 江繋団地 0.00 － － 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

市営平均 1.83 1.53 0.71 0.45 0.06 0.06 0.04 0.03 0.06 0.03
定住 茂市・刈屋 1 ひかげ － － 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

川井 2 かわい 1.00 － － 0.33 0.25 － 0.00 0.00 0.11 0.00
定住平均 1.00 0.00 0.00 0.17 0.50 0.00 0.00 0.00 0.04 0.00

災害 宮古 1 高浜 － － － － 2.00 － － 0.00 1.00 －
2 近内 － － － － 1.00 0.00 0.58 0.36 0.75 0.47
3 崎山 － － － － 0.07 0.27 － 0.00 0.00 0.17
4 日の出町 － － － － 0.50 － 0.50 1.00 0.50 0.00
5 和見町 － － － － 0.25 6.33 － 4.75 0.00 7.33
6 西ヶ丘 － － － － 0.83 6.00 1.00 0.00 － －
7 西町 － － － － 3.50 6.00 5.25 － 3.50 10.00
8 黒田町 － － － － － 7.00 － 14.00 5.00 1.00
9 本町 － － － － － 3.50 6.00 － 3.00 －
10 金浜 － － － － － － － － － 1.00
11 港町 － － － － 0.33 0.17 0.56 1.00 － 1.50
12 上村 － － － － 0.50 － － 0.00 1.00 1.00
13 山口 － － － － 0.00 － 2.00 0.33 1.00 －

津軽石 14 赤前 － － － － 0.00 1.00 0.50 0.00 0.14 0.00
15 津軽石 － － － － 0.38 0.25 0.20 0.75 0.00 0.00

重茂 16 重茂 － － － － － 0.00 0.00 0.00 0.00 0.14
田老 17 田老三王 － － － － 0.00 0.10 0.13 0.00 0.00 0.00

18 田老 － － － － － 0.14 0.08 0.06 0.00 0.05
災害平均 0.00 0.00 0.00 0.00 0.49 0.86 0.71 0.56 0.37 0.41

全体平均 1.81 1.53 0.63 0.42 0.17 0.22 0.17 0.15 0.13 0.13

団地名
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⼊居者の状況 
① 年齢構成 
１）世帯主の年齢構成 

2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、市営住宅等の世帯主の年齢構成は高齢化が顕著です。70 歳以
上が 48.8％と約半数を占め、次いで 60 代が 20.5％、50 代が 13.1％となっています。 

60 歳以上の世帯主が占める割合は、市営住宅等全体で 69.3％に達しています。特に、市営住宅
ではこの割合が 69.7％であり、2018（平成 30）年 8 月末時点の 58.2％と比較して 11.5 ポイン
ト増加しており、入居者の高齢化が急速に進⾏しています。災害公営住宅では 68.9％、定住化促進
住宅では 75.0％と、いずれも高い高齢化率を⽰しています。 

 

図 ２－１－３２ 世帯主の年齢構成（比較） 
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2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、市営住宅等の世帯主の年齢構成を地区別にみると、全ての地
区で 60 歳以上の世帯主の割合が 60％を上回っています。中でも、⽥⽼地区は 76.6％と最も高い
高齢化率となっています。重茂、⽥⽼、茂市・刈屋、蟇目、川井の 5 地区では、2018（平成 30）
年 8 月末時点と比較して 60 歳以上の世帯主の割合が 10 ポイント以上増加しています。この増加
傾向は、中山間地域等における高齢化の急速な進⾏を⽰しています。 

団地別にみると、市営住宅 10 団地（中⾥団地①、高浜、松原団地、刈屋日向団地、蟇目第 2 団
地、佐原団地①、蟇目団地、日向団地、八⽊沢団地①、⻑内団地）及び災害公営住宅 2 団地（⽥⽼、
⻄町）で、60 歳以上の世帯主の割合が 80%を超えています。このうち、市営住宅の 5 団地（中⾥
団地①、高浜、松原団地、刈屋日向団地、蟇目第 2 団地）では、世帯主すべてが 60 歳以上となっ
ています。 

一方、和美団地及び八坂団地①では、60 歳以上の世帯主は入居していません。 
 

図 ２－１－３３ 地区別世帯主の年齢構成（比較） 
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図 ２－１－３４ 団地別 60 歳以上世帯主の状況（2025（令和 7）年 4 月 1 日現在） 
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※ 細分化して集計した住宅 
【建設年度、住宅構造による分類】 【住宅構造による分類】 

中里団地 佐原団地 八坂団地 八木沢団地 

①：S39 以前、簡耐 

②：S62 以降、耐火 

①：S47、簡耐 

②：H25 以降、耐火 

①：S41、簡耐 

②：H8、木造 

①：簡耐 

②：耐火 
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２）入居者の年齢構成 
2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、市営住宅等の入居者の年齢構成は、世帯主と同様に高齢化が

進⾏しています。70 歳以上が 35.0％と最も大きな割合を占め、次いで 60 代が 15.3％、20 歳未
満が 15.0％となっています。市営住宅、災害公営住宅、定住化促進住宅のいずれの管理区分におい
ても、70 歳以上が最大の構成比となっています。 

入居者全体に占める 60 歳以上の高齢者の割合は、市営住宅で 47.4％、災害公営住宅で 53.7％、
定住化促進住宅で 60.0％となっています。特に市営住宅では、2018（平成 30）年 8 月末時点と
比較して 11.4 ポイントの上昇となっており、入居者全体の高齢化が急速に進⾏していることを裏
付けています。 

 
図 ２－１－３５ ⼊居者の年齢構成（比較） 
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2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、入居者の年齢構成を地区別にみると、重茂地区が 71.4％で 60
歳以上の入居者の割合が最も高くなっています。全ての地区で 60 歳以上の入居者の割合は 40％以
上となっています。2018（平成 30）年 8 月末時点と比較して、重茂、⽥⽼、茂市・刈屋、蟇目、
川井の 5 地区では、60 歳以上の入居者の割合が 10 ポイント以上増加しています。 

団地別にみると、市営住宅 5 団地（中⾥団地①、高浜、松原団地、刈屋日向団地、蟇目団地）及
び災害公営住宅 1 団地（重茂団地）で、60 歳以上の入居者の割合が 70%を超えています。このう
ち、中⾥団地①、高浜では、全ての入居者が 60 歳以上となっています。 

一方、和美団地及び八坂団地①では、60 歳以上の高齢者は入居していません。 
 

図 ２－１－３６ 地区別⼊居者の年齢構成（比較） 
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図 ２－１－３７ 団地別 60 歳以上⼊居者の状況（2025（令和 7）年 4 月 1 日現在） 
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３）65 歳以上の高齢者が同居する世帯 
2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、市営住宅等の全入居世帯 1,047 世帯のうち、65 歳以上の高齢

者が同居する世帯は 666 世帯（63.6％）を占めています。この高齢者同居世帯の内訳では、高齢
単身世帯が 55.9％で最大であり、高齢夫婦世帯が 14.1％を占めています。 

管理区分別の内訳は、市営住宅 327 世帯、災害公営住宅 337 世帯、定住化促進住宅 2 世帯とな
っています。市営住宅、災害公営住宅、定住化促進住宅の全てにおいて、高齢単身世帯が半数以上
を占めています。 

 

図 ２－１－３８ 65 歳以上の高齢者同居世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２－１－３９ 65 歳以上の高齢者団地種別同居世帯（比較） 
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地区別にみると、高齢者のみの世帯の割合は、茂市・刈屋地区で 77.8％と最も高くなっていま
す。これは、2018（平成 30）年 8 月末時点と比較して 15.9 ポイント増加しています。 

 
図 ２－１－４０ 65 歳以上の高齢者地区別同居世帯（比較） 
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② 世帯の規模 
2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、市営住宅の入居世帯は、1 人世帯が 41.8％、2 人世帯が 31.4％

となっており、小規模世帯（1 人または 2 人）が約 73.2％を占めています。2018（平成 30）年 8 月
末時点と比較すると、1 人世帯は 37.4％から 41.8％へ 4.4 ポイント増加しており、単身世帯の増加
傾向が明確となっています。災害公営住宅では、1 人世帯が約 5 割を占め、市営住宅よりも単身世帯
の割合が高くなっています。定住化促進住宅では、1 人または 2 人の小規模世帯のみで構成されてい
ます。 

 
図 ２－１－４１ ⼊居世帯の規模（比較） 
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2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、入居世帯の規模を地区別にみると、全ての地区で小規模世帯（1
人または 2 人）が半数を超えています。重茂地区と蟇目地区を除く 5 地区では、小規模世帯の割合が
70％以上となっており、小規模世帯化が広範囲で進⾏しています。2018（平成 30）年 8 月末時点と
比較し、宮古、⽥⽼、茂市・刈屋の 3 地区で 1 人世帯の割合が 5 ポイント以上上昇しており、単身世
帯化が加速している傾向がみられます。 

団地別にみても、多くの団地で小規模世帯が半数を超えています。特に、市営住宅 5 団地（中⾥団
地①、高浜、津軽石、刈屋日向団地、江繁団地）と定住化促進住宅 2 団地（ひかげ、かわい）では、
全世帯が小規模世帯となっています。災害公営住宅でも⻄町、本町、山口、赤前、⽥⽼の 5 団地で小
規模世帯が 90％以上を占めています。 

 
図 ２－１－４２ 地区別⼊居世帯の規模（比較） 
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図 ２－１－４３ 団地別⼊居世帯の規模（2025 年（令和 7 年）4 月 1 日現在） 
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高浜（n=12）

近内（n=76）

崎山（n=20）

日の出町（n=22）

和見町（n=23）

西ヶ丘（n=24）

西町（n=52）

黒田町（n=24）

本町（n=34）

金浜（n=11）

港町（n=39）

上村（n=23）

山口（n=22）

赤前（n=10）

津軽石（n=27）

重茂（n=3）

田老三王（n=62）

田老（n=30）

1人 2人 3人 4人 5人 6人以上

市営住宅

定住化促進住宅

災害公営住宅

※ 細分化して集計した住宅 
【建設年度、住宅構造による分類】 【住宅構造による分類】 

中里団地 佐原団地 八坂団地 八木沢団地 

①：S39 以前、簡耐 

②：S62 以降、耐火 

①：S47、簡耐 

②：H25 以降、耐火 

①：S41、簡耐 

②：H8、木造 

①：簡耐 

②：耐火 
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③ 居住年数 
2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、市営住宅の入居世帯のうち、66.0%の入居世帯が 20 年以上継

続して入居しています。2018（平成 30）年 8 月末時点と比較し、この割合は 6.5 ポイント増加して
おり、居住年数の⻑期化傾向が顕著です。 

災害公営住宅は、2014（平成 26）年度から 2016（平成 28）年度に整備されたため、そのほとん
どの世帯が 10 年未満の居住年数となっています。定住化促進住宅では、75.0％の世帯が 10 年未満
の居住年数となっています。 

 

図 ２－１－４４ 居住年数（比較） 
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2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、居住年数を地区別にみると、茂市・刈屋地区が 80％を超えてお
り、20 年以上継続して入居している世帯の割合が最も高くなっています。また、蟇目地区と川井地区
でも約 6 割を占めています。 

団地別にみても、20 年以上継続して入居している世帯が半数を超える団地が多くみられます。特
に、市営住宅 10 団地（中⾥団地①、佐原団地①、津軽石、赤前、松原団地、日向団地、刈屋団地、
刈屋日向団地、八坂団地①、蟇目第２団地）では、全世帯が 20 年以上継続して入居しています。さ
らに、八⽊沢団地、新⽥平団地、桜⽊団地、蟇目団地、区界団地の 5 団地でも、7 割以上が 20 年以
上継続して入居しています。なお、入居の募集をしていない団地（政策空家）は、新たに入居する者
が無いことから、⻑期継続入居の割合が高くなっています。 
 

図 ２－１－４５ 地区別居住年数（比較） 
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図 ２－１－４６ 団地別居住年数（2025（令和 7）年 4 月 1 日現在） 
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10年未満 10～19年 20～29年 30～39年 40年以上

市営住宅

定住化促進住宅

災害公営住宅

※ 細分化して集計した住宅 
【建設年度、住宅構造による分類】 【住宅構造による分類】 

中里団地 佐原団地 八坂団地 八木沢団地 

①：S39 以前、簡耐 

②：S62 以降、耐火 

①：S47、簡耐 

②：H25 以降、耐火 

①：S41、簡耐 

②：H8、木造 

①：簡耐 

②：耐火 
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④ 家賃 
2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、市営住宅の家賃は、88.8％の住宅で 3 万円未満となっており、

低廉な家賃となっています。この割合は、2018（平成 30）年 8 月末時点の 86.2%と比較して 2.6
ポイント増加しています。災害公営住宅では、家賃が 1 万円〜2 万円未満が 6 割を占めています。こ
れは、災害公営住宅では東日本大震災特別家賃低減事業により、管理開始から 10 年間の特例措置が
適用されているためです。この低減措置は 6 年目以降に段階的に縮小し、11 年目には本来家賃に移
⾏します。 
 

図 ２－１－４７ 家賃別世帯数の割合（比較） 
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⑤ ⼊居世帯の所得 
2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、入居世帯の収入基準月額（扶養親族の人数等による控除後の所

得）の状況をみると、収入基準月額が収入なしの世帯の割合は、市営住宅で約 4 割、災害公営住宅で
約 5 割を占めています。災害公営住宅の入居世帯は、東日本大震災の被災世帯に限り収入要件が免除
されています。この結果、収入基準月額が収入なしの世帯の割合が高くなったものと考えられます。 

 

図 ２－１－４８ 収⼊基準月額（比較） 
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⑥⼊居世帯の収⼊の状況 
2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、入居世帯の収入状況をみると、市営住宅、災害公営住宅ともに

収入分位 1（最も低い所得階層）に属する世帯が 70％以上を占めています。これは、市営住宅等が低
所得世帯に対するセーフティネットとして役割を果たしていることを⽰しています。 

市営住宅等における収入超過世帯（収入基準月額が定められた基準額以上となる世帯）は 76 世帯
あり、入居世帯の 7.3％を占めています。収入超過世帯を世帯主の年代別にみると、40 代、50 代の
現役世代に集中しています。 

なお、災害公営住宅の収入超過者割増家賃については、2018（平成 30）年度から本市及び県内の
他の被災自治体において減免制度が適用されています。 
 

図 ２－１－４９ ⼊居世帯の収⼊基準割合 

 

 
図 ２－１－５０ 市営住宅等における世帯主の年齢別の収⼊超過世帯数（比較） 
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図 ２－１－５１ 市営住宅における世帯主の年代別の収⼊基準割合（比較） 
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図 ２－１－５２ 市営住宅における収⼊超過・高額所得世帯の世帯主の年齢別の分布（比較） 
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２－２ アンケート調査 
２－２－１  調査の目的 

本アンケート調査は、本市が管理する市営住宅等ストックの現状と課題を詳細に把握し、本計画に反
映することを目的として実施しました。 

2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、本市では、市営住宅 934 ⼾、災害公営住宅 563 ⼾、定住化促進住
宅 11 ⼾（※定住化促進住宅は計画の対象外）を管理しています。東日本大震災から 15 年が経過し、入
居者の⽣活状況及び居住ニーズは大きく変化しています。特に、市営住宅については、耐用年数を既に
経過した住宅が 415 ⼾（約 4 割）を占め、設備の⽼朽化やバリアフリー未対応などの課題が深刻化し
ています。これに加え、⽴地条件や需要の変化に起因する政策空家の増加と応募率の低迷も、市営住宅
の喫緊の課題です。一方、市営住宅等ストックの約 4 割を占める災害公営住宅についても、⻑期的な維
持管理が重要となります。 

これらの背景を踏まえ、本調査で入居者の意⾒を把握することで、団地の再編や改善に向けた具体的
な方針を検討する上での基礎情報とします。 

 
２－２－２  調査方法 

調査対象 
2025（令和 7）年 8 月 1 日時点の市営住宅及び災害公営住宅、定住促進住宅の全入居世帯 
 

配布・回収方法 
ポスティングによる配布、役所・支所窓口での回収 
 

様式 
記述式（基本的に選択式）、無記名 

 

２－２－３  実施期間 
・配  布︓2025（令和 7）年 8 月 1 日（⾦） 
・提出期限︓2025（令和 7）年 8 月 29 日（⾦） 
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２－２－４  調査対象及び回収状況 
 

番号 市営住宅名 入居戸数 回収数 回収率 番号 定住化促進住宅名 入居戸数 回収数 回収率 

1 中里団地住宅 47 37 78.7% 1 ひかげ住宅 1 1 100.0% 

2 山口団地住宅 88 65 73.9% 2 かわい住宅 3 2 66.7% 

3 佐原団地住宅 70 51 72.9% 小計 4 3 75.0% 

4 八木沢団地住宅 85 69 81.2% 番号 災害公営住宅名 入居戸数 回収数 回収率 

5 舘合住宅 20 18 90.0% 1 高浜災害住宅 12 10 83.3% 

6 日の出町団地住宅 32 26 81.3% 2 近内災害住宅 78 65 83.3% 

7 西ヶ丘団地住宅 65 38 58.5% 3 崎山災害住宅 20 13 65.0% 

8 高浜住宅 1 0 0.0% 4 日の出町災害住宅 23 18 78.3% 

9 津軽石住宅 4 2 50.0% 5 和見町災害住宅 23 19 82.6% 

10 赤前住宅 4 1 25.0% 6 西ヶ丘災害住宅 21 19 90.5% 

11 新田平団地住宅 14 9 64.3% 7 西町災害住宅 51 43 84.3% 

12 長内団地住宅 5 4 80.0% 8 黒田町災害住宅 24 19 79.2% 

13 松原団地住宅 8 2 25.0% 9 本町災害住宅 33 28 84.8% 

14 日向団地住宅 9 8 88.9% 10 金浜災害住宅 11 11 100.0% 

15 桜木団地住宅 10 6 60.0% 11 港町災害住宅 40 30 75.0% 

16 刈屋団地住宅 4 4 100.0% 12 上村災害住宅 24 21 87.5% 

17 和美団地住宅 4 3 75.0% 13 山口災害住宅 22 17 77.3% 

18 刈屋日向団地住宅 3 3 100.0% 14 赤前災害住宅 10 4 40.0% 

19 八坂団地住宅 5 4 80.0% 15 津軽石災害住宅 28 12 42.9% 

20 蟇目団地住宅 11 7 63.6% 16 重茂災害住宅 4 4 100.0% 

21 蟇目２団地住宅 2 2 100.0% 17 田老三王災害住宅 62 34 54.8% 

22 飛の沢団地住宅 3 2 66.7% 18 田老災害住宅 31 22 71.0% 

23 飛の沢第２団地住宅 4 3 75.0% 小計 517 389 75.2% 

24 区界団地住宅 14 14 100.0% 無回答・無効回答 － 39 － 

25 川井団地住宅 6 6 100.0% 合計 1,043 819 78.5% 

26 江繋団地住宅 4 4 100.0%  

小計 522 388 74.3%  
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２－２－５  調査結果 
あなた自身、ご家族について 

問１．年齢 単一回答 
回答者の年齢は、70 歳代の 29.8％が最も多く、次いで 80 歳以上が 16.6％、50 歳代が 12.8％

となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※アンケート調査結果の表・グラフは、端数の処理により、⾒かけ上の合計が 100％とならない場合があります。（以下、
同様） 

※全体の票数には、入居中の住宅の無回答・無効回答（39 票）が含まれているため、市営住宅と災害公営住宅の和とは
一致しません。（以下、同様）  

２０歳代

4票,1.0%
３０歳代

20票,5.2%

４０歳代

33票
8.5%

５０歳代

54票
13.9%

６０～６４歳

37票,9.5%

６５～６９歳

49票
12.6%

７０歳代

119票
30.7%

８０歳以上

59票
15.2%

無回答・無効回答

13票,3.4%

市営

住宅
（n=388）

２０歳代

11票

2.8%

３０歳代

23票

5.9%

４０歳代

41票

10.5%

５０歳代

43票

11.1%

６０～６４歳

36票,9.3%

６５～６９歳

45票

11.6%

７０歳代

113票

29.0%

８０歳以上

71票

18.3%

無回答・無効回答

6票,1.5%

災害

公営
（n=389）

２０歳代

17票

2.1%

３０歳代

47票

5.7%
４０歳代

78票

9.5%

５０歳代

105票

12.8%

６０～６４歳

76票,9.3%６５～６９歳

96票,11.7%

７０歳代

244票

29.8%

８０歳以上

136票

16.6%

無回答・無効回答

20票,2.4%

全体
（n=819）
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問２．家族の人数 単一回答 
同居する家族の人数は、1 人の 45.8％が最も多く、次いで 2 人が 30.6％、3 人が 12.6％となっ

ています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１人

（あなたのみ）

153票
39.4%

２人

125票
32.2%

３人

65票
16.8%

４人

23票
5.9%

５人以上

9票
2.3%

無回答・無効回答

13票,3.4%

市営

住宅
（n=388）

１人

（あなたのみ）

375票

45.8%
２人

251票

30.6%

３人

105票

12.8%

４人

43票

5.3%

５人以上

20票

2.4%

無回答・無効回答

25票,3.1%

全体
（n=819）

１人

（あなたのみ）

207票
53.2%

２人

116票

29.8%

３人

29票

7.5%

４人

17票

4.4%

５人以上

10票

2.6%
無回答・無効回答

10票,2.6%

災害

公営
（n=389）
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問３．同居している家族の属性 項目ごとに単一回答 
子どもの同居については、小学⽣未満が同居している世帯が 8.1％、小学⽣が同居している世帯

が 14.8％、中学⽣が同居している世帯が 9.5％、高校⽣（同年代を含む）が同居している世帯が
10.0％となっています。 

高齢者が同居については、60 歳以上の方が同居している世帯が 18.6％、65 歳以上の方が同居
している世帯が 27.0％となっています。 

障がい者が同居している世帯が 17.9％、要介護者が同居している世帯が 6.7％となっています。 
 

 

 

 
 

  

いる いない
無回答・

無効回答
合計 いる いない

無回答・

無効回答
合計

①小学生未満 34 325 60 419 8.1% 77.6% 14.3% 100.0%

②小学生 62 307 50 419 14.8% 73.3% 11.9% 100.0%

③中学生 40 320 59 419 9.5% 76.4% 14.1% 100.0%

④高校生（同年代を含む） 42 323 54 419 10.0% 77.1% 12.9% 100.0%

⑤６０歳以上の方 78 283 58 419 18.6% 67.5% 13.8% 100.0%

⑥６５歳以上の方 113 259 47 419 27.0% 61.8% 11.2% 100.0%

⑦障がい者 75 294 50 419 17.9% 70.2% 11.9% 100.0%

⑧要介護者 28 331 60 419 6.7% 79.0% 14.3% 100.0%

回答数 割合

8.1%

14.8%

9.5%

10.0%

18.6%

27.0%

17.9%

6.7%

77.6%

73.3%

76.4%

77.1%

67.5%

61.8%

70.2%

79.0%

14.3%

11.9%

14.1%

12.9%

13.8%

11.2%

11.9%

14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①小学生未満

②小学生

③中学生

④高校生（同年代を含む）

⑤６０歳以上の方

⑥６５歳以上の方

⑦障がい者

⑧要介護者

いる いない 無回答・無効回答（n=419）
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問４．⼊居前のお住まい 単一回答 
入居前のお住まいは、⺠間の賃貸住宅の 34.9％が最も多く、次いで自分の持ち家（⼾建て、⻑屋

建て）が 23.1％、親（子）の家が 16.2％となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自分の持ち家

（戸建て、長屋建て）

41票,10.6%

市町村、都道府県の

公営住宅

77票

19.8%

民間の賃貸住宅

157票

40.5%

親（子）の家

78票
20.1%

間借り、下宿

5票,1.3%

社員住宅・官公舎など

7票,1.8%

自分の持ち家

（マンション等の共同住宅）

0票,0.0%

その他

12票
3.1%

無回答・無効回答

11票,2.8%

市営

住宅
（n=388）

自分の持ち家

（戸建て、長屋建て）

189票,23.1%

市町村、都道府県の

公営住宅

113票,13.8%
民間の賃貸住宅

286票

34.9%

親（子）の家

133票,16.2%

間借り、下宿

11票,1.3%

社員住宅・官公舎など

10票,1.2%

自分の持ち家

（マンション等の共同住宅）

1票,0.1%

その他

50票

6.1%

無回答・無効回答

26票,3.2%

全体
（n=819）

自分の持ち家

（戸建て、長屋建て）

143票,36.8%

市町村、都道府県の

公営住宅

25票,6.4%

民間の賃貸住宅

115票

29.6%

親（子）の家

49票,12.6%

間借り、下宿

5票,1.3%

社員住宅・官公舎など

3票,0.8%

自分の持ち家

（マンション等の共同住宅）

1票,0.3%

その他

34票

8.7%

無回答・無効回答

14票,3.6%

災害

公営
（n=389）
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問５．現在お住まいの住宅での居住年数 単一回答 
居住年数は、10年以上〜20年未満の27.7％が最も多く、次いで5年以上〜10年未満が25.2％、

30 年以上〜40 年未満が 9.4％となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1年未満

8票, 2.1%

1年以上～3年未満

23票, 5.9%

3年以上～5年未満

16票, 4.1%

5年以上～10年未満

44票, 11.3%

10年以上～20年未満

73票, 18.8%

20年以上～30年未満

69票, 17.8%

30年以上～40年未満

72票, 18.6%

40年以上～50年未満

52票, 13.4%

50年以上

24票, 6.2%

無回答・無効回答

7票, 1.8%

市営

住宅
（n=388）

1年未満

29票,3.5%

1年以上～3年未満

53票,6.5%

3年以上～5年未満

52票,6.3%

5年以上～10年未満

206票,25.2%

10年以上～20年未満

227票,27.7%

20年以上～30年未満

74票,9.0%

30年以上～40年未満

77票,9.4%

40年以上～50年未満

59票,7.2%

50年以上

25票,3.1%

無回答・無効回答

17票,2.1%

全体
（n=819）

1年未満

20票,5.1%

1年以上～3年未満

27票,6.9%

3年以上～5年未満

35票,9.0%

5年以上～10年未満

154票

39.6%

10年以上～

20年未満

142票

36.5%

20年以上～30年未満

0票,0.0%

30年以上～40年未満

0票,0.0%

40年以上～50年未満

1票,0.3%

50年以上

0票,0.0%
無回答・無効回答

10票,2.6%

災害

公営
（n=389）
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問６．現在お住まいの部屋・住⼾の設備等への満⾜度・不満度 項目ごとに単一回答 
<全体> 

現在お住まいの部屋・住⼾の設備等への満⾜度・不満度は、「満⾜」と「やや満⾜」を合わせた割
合が全項目で 50％以上となっています。特に満⾜度が高い項目は、部屋の広さや数、部屋の間取
り、日当たりや風通しの良さとなっています。 

一方、「不満」と「やや不満」を合わせた割合が比較的高く満⾜度が低い項目は、遮⾳性、断熱性、
浴室の設備または使い勝⼿となっています。 

 

 

 

 

 

  

満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計 満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計

①部屋の広さや数 450 225 92 29 23 819 54.9% 27.5% 11.2% 3.5% 2.8% 100.0%

②部屋の間取り 383 258 111 38 29 819 46.8% 31.5% 13.6% 4.6% 3.5% 100.0%

③手すりの設置や段差の解消 386 230 91 60 52 819 47.1% 28.1% 11.1% 7.3% 6.3% 100.0%

④収納スペース（押し入れなど） 322 260 146 58 33 819 39.3% 31.7% 17.8% 7.1% 4.0% 100.0%

⑤台所の設備または使い勝手 296 279 151 72 21 819 36.1% 34.1% 18.4% 8.8% 2.6% 100.0%

⑥浴室の設備または使い勝手 311 247 128 105 28 819 38.0% 30.2% 15.6% 12.8% 3.4% 100.0%

⑦洗面所・脱衣所の設備 322 262 142 67 26 819 39.3% 32.0% 17.3% 8.2% 3.2% 100.0%

⑧便所の設備 335 253 134 72 25 819 40.9% 30.9% 16.4% 8.8% 3.1% 100.0%

⑨遮音性 233 264 175 111 36 819 28.4% 32.2% 21.4% 13.6% 4.4% 100.0%

⑩断熱性 278 245 151 112 33 819 33.9% 29.9% 18.4% 13.7% 4.0% 100.0%

⑪日当たりや風通しの良さ 342 291 112 52 22 819 41.8% 35.5% 13.7% 6.3% 2.7% 100.0%

⑫防犯性（玄関や窓など） 315 289 124 58 33 819 38.5% 35.3% 15.1% 7.1% 4.0% 100.0%

⑬プライバシーの確保 277 310 144 59 29 819 33.8% 37.9% 17.6% 7.2% 3.5% 100.0%

回答数 割合

54.9%

46.8%

47.1%

39.3%

36.1%

38.0%

39.3%

40.9%

28.4%

33.9%

41.8%

38.5%

33.8%

27.5%

31.5%

28.1%

31.7%

34.1%

30.2%

32.0%

30.9%

32.2%

29.9%

35.5%

35.3%

37.9%

11.2%

13.6%

11.1%

17.8%

18.4%

15.6%

17.3%

16.4%

21.4%

18.4%

13.7%

15.1%

17.6%

3.5%

4.6%

7.3%

7.1%

8.8%

12.8%

8.2%

8.8%

13.6%

13.7%

6.3%

7.1%

7.2%

2.8%

3.5%

6.3%

4.0%

2.6%

3.4%

3.2%

3.1%

4.4%

4.0%

2.7%

4.0%

3.5%

0% 25% 50% 75% 100%

①部屋の広さや数

②部屋の間取り

③手すりの設置や段差の解消

④収納スペース（押し入れなど）

⑤台所の設備または使い勝手

⑥浴室の設備または使い勝手

⑦洗面所・脱衣所の設備

⑧便所の設備

⑨遮音性

⑩断熱性

⑪日当たりや風通しの良さ

⑫防犯性（玄関や窓など）

⑬プライバシーの確保

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答・無効回答（n=819）



 

- 64 - 

<市営住宅> 
現在お住まいの部屋・住⼾の設備等への満⾜度・不満度は、「満⾜」と「やや満⾜」を合わせた割

合が断熱性を除いた 12 項目で 50％以上となっています。特に満⾜度が高い項目は、部屋の広さや
数、部屋の間取り、日当たりや風通しの良さとなっています。 

一方、「不満」と「やや不満」を合わせた割合が比較的高く満⾜度が低い項目は、断熱性、遮⾳性、
浴室の設備または使い勝⼿となっています。 

 

 

 

 

 

  

満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計 満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計

①部屋の広さや数 209 106 45 17 11 388 53.9% 27.3% 11.6% 4.4% 2.8% 100.0%

②部屋の間取り 177 116 62 22 11 388 45.6% 29.9% 16.0% 5.7% 2.8% 100.0%

③手すりの設置や段差の解消 155 100 57 52 24 388 39.9% 25.8% 14.7% 13.4% 6.2% 100.0%

④収納スペース（押し入れなど） 146 125 66 36 15 388 37.6% 32.2% 17.0% 9.3% 3.9% 100.0%

⑤台所の設備または使い勝手 122 121 84 51 10 388 31.4% 31.2% 21.6% 13.1% 2.6% 100.0%

⑥浴室の設備または使い勝手 111 103 78 80 16 388 28.6% 26.5% 20.1% 20.6% 4.1% 100.0%

⑦洗面所・脱衣所の設備 126 107 90 51 14 388 32.5% 27.6% 23.2% 13.1% 3.6% 100.0%

⑧便所の設備 129 107 85 55 12 388 33.2% 27.6% 21.9% 14.2% 3.1% 100.0%

⑨遮音性 92 117 99 63 17 388 23.7% 30.2% 25.5% 16.2% 4.4% 100.0%

⑩断熱性 99 95 94 84 16 388 25.5% 24.5% 24.2% 21.6% 4.1% 100.0%

⑪日当たりや風通しの良さ 148 135 63 32 10 388 38.1% 34.8% 16.2% 8.2% 2.6% 100.0%

⑫防犯性（玄関や窓など） 119 128 83 42 16 388 30.7% 33.0% 21.4% 10.8% 4.1% 100.0%

⑬プライバシーの確保 110 144 84 34 16 388 28.4% 37.1% 21.6% 8.8% 4.1% 100.0%

回答数 割合

53.9%

45.6%

39.9%

37.6%

31.4%

28.6%

32.5%

33.2%

23.7%

25.5%

38.1%

30.7%

28.4%

27.3%

29.9%

25.8%

32.2%

31.2%

26.5%

27.6%

27.6%

30.2%

24.5%

34.8%

33.0%

37.1%

11.6%

16.0%

14.7%

17.0%

21.6%

20.1%

23.2%

21.9%

25.5%

24.2%

16.2%

21.4%

21.6%

4.4%

5.7%

13.4%

9.3%

13.1%

20.6%

13.1%

14.2%

16.2%

21.6%

8.2%

10.8%

8.8%

2.8%

2.8%

6.2%

3.9%

2.6%

4.1%

3.6%

3.1%

4.4%

4.1%

2.6%

4.1%

4.1%

0% 25% 50% 75% 100%

①部屋の広さや数

②部屋の間取り

③手すりの設置や段差の解消

④収納スペース（押し入れなど）

⑤台所の設備または使い勝手

⑥浴室の設備または使い勝手

⑦洗面所・脱衣所の設備

⑧便所の設備

⑨遮音性

⑩断熱性

⑪日当たりや風通しの良さ

⑫防犯性（玄関や窓など）

⑬プライバシーの確保

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答・無効回答（n=388）
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<災害公営住宅> 
現在お住まいの部屋・住⼾の設備等への満⾜度・不満度は、「満⾜」と「やや満⾜」を合わせた割

合が全項目で 60％以上となっています。特に満⾜度が高い項目は、⼿すりの設置や段差の解消、便
所の設備、防犯性（玄関や窓など）となっています。 

一方、「不満」と「やや不満」を合わせた割合が比較的高く満⾜度が低い項目は、遮⾳性、収納ス
ペース（押し入れなど）、プライバシーの確保となっています。 

 

 

 

 

 

  

満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計 満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計

①部屋の広さや数 216 106 46 11 10 389 55.5% 27.2% 11.8% 2.8% 2.6% 100.0%

②部屋の間取り 189 125 45 15 15 389 48.6% 32.1% 11.6% 3.9% 3.9% 100.0%

③手すりの設置や段差の解消 215 117 27 5 25 389 55.3% 30.1% 6.9% 1.3% 6.4% 100.0%

④収納スペース（押し入れなど） 158 121 74 21 15 389 40.6% 31.1% 19.0% 5.4% 3.9% 100.0%

⑤台所の設備または使い勝手 161 145 55 18 10 389 41.4% 37.3% 14.1% 4.6% 2.6% 100.0%

⑥浴室の設備または使い勝手 189 134 36 19 11 389 48.6% 34.4% 9.3% 4.9% 2.8% 100.0%

⑦洗面所・脱衣所の設備 185 137 46 10 11 389 47.6% 35.2% 11.8% 2.6% 2.8% 100.0%

⑧便所の設備 196 132 39 11 11 389 50.4% 33.9% 10.0% 2.8% 2.8% 100.0%

⑨遮音性 132 133 63 43 18 389 33.9% 34.2% 16.2% 11.1% 4.6% 100.0%

⑩断熱性 169 139 44 21 16 389 43.4% 35.7% 11.3% 5.4% 4.1% 100.0%

⑪日当たりや風通しの良さ 182 137 41 18 11 389 46.8% 35.2% 10.5% 4.6% 2.8% 100.0%

⑫防犯性（玄関や窓など） 182 143 32 16 16 389 46.8% 36.8% 8.2% 4.1% 4.1% 100.0%

⑬プライバシーの確保 153 149 52 23 12 389 39.3% 38.3% 13.4% 5.9% 3.1% 100.0%

回答数 割合

55.5%

48.6%

55.3%

40.6%

41.4%

48.6%

47.6%

50.4%

33.9%

43.4%

46.8%

46.8%

39.3%

27.2%

32.1%

30.1%

31.1%

37.3%

34.4%

35.2%

33.9%

34.2%

35.7%

35.2%

36.8%

38.3%

11.8%

11.6%

6.9%

19.0%

14.1%

9.3%

11.8%

10.0%

16.2%

11.3%

10.5%

8.2%

13.4%

2.8%

3.9%

1.3%

5.4%

4.6%

4.9%

2.6%

2.8%

11.1%

5.4%

4.6%

4.1%

5.9%

2.6%

3.9%

6.4%

3.9%

2.6%

2.8%

2.8%

2.8%

4.6%

4.1%

2.8%

4.1%

3.1%

0% 25% 50% 75% 100%

①部屋の広さや数

②部屋の間取り

③手すりの設置や段差の解消

④収納スペース（押し入れなど）

⑤台所の設備または使い勝手

⑥浴室の設備または使い勝手

⑦洗面所・脱衣所の設備

⑧便所の設備

⑨遮音性

⑩断熱性

⑪日当たりや風通しの良さ

⑫防犯性（玄関や窓など）

⑬プライバシーの確保

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答・無効回答（n=389）
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問７．現在お住まいの住宅に関する施設、設備等への満⾜度・不満度 項目ごとに単一回答 
<全体> 

現在お住まいの住宅に関する施設、設備等への満⾜度・不満度は、「満⾜」と「やや満⾜」を合わ
せた割合が住宅敷地内の広場・公園を除いた項目で 50％以上となっています。特に満⾜度が高い
項目は、ごみ置き場、住宅の外観（デザインなど）、防災性（避難路が複数あるなど）、耐震性とな
っています。 

一方、「不満」と「やや不満」を合わせた割合が比較的高く満⾜度が低い項目は、防犯性（共用部
や敷地境界部の安全性など）、バリアフリー化（段差の解消など）となっています。 

 

 

 

 

※①〜⑤は、整備されている住宅にお住まいの方のみ回答の項目で、無回答・無効回答には回答対象外の方の票数を含み
ます。  

満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計 満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計

①集会所 242 202 33 25 317 819 29.5% 24.7% 4.0% 3.1% 38.7% 100.0%

②住宅敷地内の広場・公園 203 154 67 30 365 819 24.8% 18.8% 8.2% 3.7% 44.6% 100.0%

③物置 309 218 81 37 174 819 37.7% 26.6% 9.9% 4.5% 21.2% 100.0%

④駐車場 297 199 72 28 223 819 36.3% 24.3% 8.8% 3.4% 27.2% 100.0%

⑤自転車、バイク置き場 275 188 55 20 281 819 33.6% 23.0% 6.7% 2.4% 34.3% 100.0%

⑥ごみ置き場 465 223 48 16 67 819 56.8% 27.2% 5.9% 2.0% 8.2% 100.0%

⑦住宅の外観（デザインなど） 338 283 92 22 84 819 41.3% 34.6% 11.2% 2.7% 10.3% 100.0%

⑧バリアフリー化（段差の解消など） 294 265 105 74 81 819 35.9% 32.4% 12.8% 9.0% 9.9% 100.0%

⑨防犯性（共用部や敷地境界部の
安全性など）

262 292 144 39 82 819 32.0% 35.7% 17.6% 4.8% 10.0% 100.0%

⑩防災性（避難路が複数あるなど） 287 302 112 31 87 819 35.0% 36.9% 13.7% 3.8% 10.6% 100.0%

⑪耐震性 296 293 95 50 85 819 36.1% 35.8% 11.6% 6.1% 10.4% 100.0%

回答数 割合

29.5%

24.8%

37.7%

36.3%

33.6%

56.8%

41.3%

35.9%

32.0%

35.0%

36.1%

24.7%

18.8%

26.6%

24.3%

23.0%

27.2%

34.6%

32.4%

35.7%

36.9%

35.8%

4.0%

8.2%

9.9%

8.8%

6.7%

5.9%

11.2%

12.8%

17.6%

13.7%

11.6%

3.1%

3.7%

4.5%

3.4%

2.4%

2.0%

2.7%

9.0%

4.8%

3.8%

6.1%

38.7%

44.6%

21.2%

27.2%

34.3%

8.2%

10.3%

9.9%

10.0%

10.6%

10.4%

0% 25% 50% 75% 100%

①集会所

②住宅敷地内の広場・公園

③物置

④駐車場

⑤自転車、バイク置き場

⑥ごみ置き場

⑦住宅の外観（デザインなど）

⑧バリアフリー化（段差の解消など）

⑨防犯性（共用部や敷地境界部の安全性など）

⑩防災性（避難路が複数あるなど）

⑪耐震性

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答・無効回答（n=819）
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<市営住宅> 
現在お住まいの住宅に関する施設、設備等への満⾜度・不満度は、「満⾜」と「やや満⾜」を合わ

せた割合が住宅敷地内の広場・公園を除いた項目で 50％以上となっています。特に満⾜度が高い
項目は、ごみ置き場、住宅の外観（デザインなど）、防災性（避難路が複数あるなど）となっていま
す。 

一方、「不満」と「やや不満」を合わせた割合が比較的高く満⾜度が低い項目は、バリアフリー化
（段差の解消など）、防犯性（共用部や敷地境界部の安全性など）、耐震性となっています。 

 

 

 

 

 

  

満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計 満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計

①集会所 118 97 14 8 151 388 30.4% 25.0% 3.6% 2.1% 38.9% 100.0%

②住宅敷地内の広場・公園 111 75 36 16 150 388 28.6% 19.3% 9.3% 4.1% 38.7% 100.0%

③物置 128 94 38 25 103 388 33.0% 24.2% 9.8% 6.4% 26.5% 100.0%

④駐車場 128 87 34 17 122 388 33.0% 22.4% 8.8% 4.4% 31.4% 100.0%

⑤自転車、バイク置き場 112 84 28 14 150 388 28.9% 21.6% 7.2% 3.6% 38.7% 100.0%

⑥ごみ置き場 195 113 31 10 39 388 50.3% 29.1% 8.0% 2.6% 10.1% 100.0%

⑦住宅の外観（デザインなど） 123 147 59 18 41 388 31.7% 37.9% 15.2% 4.6% 10.6% 100.0%

⑧バリアフリー化（段差の解消など） 101 116 65 63 43 388 26.0% 29.9% 16.8% 16.2% 11.1% 100.0%

⑨防犯性（共用部や敷地境界部の
安全性など）

102 129 86 30 41 388 26.3% 33.2% 22.2% 7.7% 10.6% 100.0%

⑩防災性（避難路が複数あるなど） 122 139 63 19 45 388 31.4% 35.8% 16.2% 4.9% 11.6% 100.0%

⑪耐震性 106 139 59 42 42 388 27.3% 35.8% 15.2% 10.8% 10.8% 100.0%

回答数 割合

30.4%

28.6%

33.0%

33.0%

28.9%

50.3%

31.7%

26.0%

26.3%

31.4%

27.3%

25.0%

19.3%

24.2%

22.4%

21.6%

29.1%

37.9%

29.9%

33.2%

35.8%

35.8%

3.6%

9.3%

9.8%

8.8%

7.2%

8.0%

15.2%

16.8%

22.2%

16.2%

15.2%

2.1%

4.1%

6.4%

4.4%

3.6%

2.6%

4.6%

16.2%

7.7%

4.9%

10.8%

38.9%

38.7%

26.5%

31.4%

38.7%

10.1%

10.6%

11.1%

10.6%

11.6%

10.8%

0% 25% 50% 75% 100%

①集会所

②住宅敷地内の広場・公園

③物置

④駐車場

⑤自転車、バイク置き場

⑥ごみ置き場

⑦住宅の外観（デザインなど）

⑧バリアフリー化（段差の解消など）

⑨防犯性（共用部や敷地境界部の安全性など）

⑩防災性（避難路が複数あるなど）

⑪耐震性

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答・無効回答（n=388）
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<災害公営住宅> 
現在お住まいの住宅に関する施設、設備等への満⾜度・不満度は、「満⾜」と「やや満⾜」を合わ

せた割合が住宅敷地内の広場・公園を除いた項目で 50％以上となっています。特に満⾜度が高い
項目は、ごみ置き場、住宅の外観（デザインなど）、耐震性となっています。 

一方、「不満」と「やや不満」を合わせた割合が比較的高く満⾜度が低い項目は、防犯性（共用部
や敷地境界部の安全性など）、防災性（避難路が複数あるなど）、物置となっています。 

 

 

 

 

 

  

満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計 満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計

①集会所 114 87 18 17 153 389 29.3% 22.4% 4.6% 4.4% 39.3% 100.0%

②住宅敷地内の広場・公園 83 67 25 14 200 389 21.3% 17.2% 6.4% 3.6% 51.4% 100.0%

③物置 172 107 37 11 62 389 44.2% 27.5% 9.5% 2.8% 15.9% 100.0%

④駐車場 158 101 28 11 91 389 40.6% 26.0% 7.2% 2.8% 23.4% 100.0%

⑤自転車、バイク置き場 150 93 23 5 118 389 38.6% 23.9% 5.9% 1.3% 30.3% 100.0%

⑥ごみ置き場 250 94 15 5 25 389 64.3% 24.2% 3.9% 1.3% 6.4% 100.0%

⑦住宅の外観（デザインなど） 202 122 24 3 38 389 51.9% 31.4% 6.2% 0.8% 9.8% 100.0%

⑧バリアフリー化（段差の解消など） 183 135 30 6 35 389 47.0% 34.7% 7.7% 1.5% 9.0% 100.0%

⑨防犯性（共用部や敷地境界部の
安全性など）

151 146 47 9 36 389 38.8% 37.5% 12.1% 2.3% 9.3% 100.0%

⑩防災性（避難路が複数あるなど） 155 147 40 12 35 389 39.8% 37.8% 10.3% 3.1% 9.0% 100.0%

⑪耐震性 182 140 23 7 37 389 46.8% 36.0% 5.9% 1.8% 9.5% 100.0%

回答数 割合

29.3%

21.3%

44.2%

40.6%

38.6%

64.3%

51.9%

47.0%

38.8%

39.8%

46.8%

22.4%

17.2%

27.5%

26.0%

23.9%

24.2%

31.4%

34.7%

37.5%

37.8%

36.0%

4.6%

6.4%

9.5%

7.2%

5.9%

3.9%

6.2%

7.7%

12.1%

10.3%

5.9%

4.4%

3.6%

2.8%

2.8%

1.3%

1.3%

0.8%

1.5%

2.3%

3.1%

1.8%

39.3%

51.4%

15.9%

23.4%

30.3%

6.4%

9.8%

9.0%

9.3%

9.0%

9.5%

0% 25% 50% 75% 100%

①集会所

②住宅敷地内の広場・公園

③物置

④駐車場

⑤自転車、バイク置き場

⑥ごみ置き場

⑦住宅の外観（デザインなど）

⑧バリアフリー化（段差の解消など）

⑨防犯性（共用部や敷地境界部の安全性など）

⑩防災性（避難路が複数あるなど）

⑪耐震性

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答・無効回答（n=389）



 

- 69 - 

問８．現在お住まいの住宅の周辺環境への満⾜度・不満度 項目ごとに単一回答 
<全体> 

現在お住まいの住宅の周辺環境への満⾜度・不満度は、「満⾜」と「やや満⾜」を合わせた割合が
すべての項目で 50％以上となっています。特に満⾜度が高い項目は、緑の豊かさ、まちの景観、地
区の風紀や治安となっています。 

一方、「不満」と「やや不満」を合わせた割合が比較的高く満⾜度が低い項目は、日常の買い物の
利便性、病院や福祉施設の利便性、公⺠館や図書館の利便性となっています。 

 

 
 

 

  

満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計 満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計

①緑の豊かさ 407 298 45 18 51 819 49.7% 36.4% 5.5% 2.2% 6.2% 100.0%

②まちの景観 309 327 91 23 69 819 37.7% 39.9% 11.1% 2.8% 8.4% 100.0%

③日常の買い物の利便性 246 235 182 114 42 819 30.0% 28.7% 22.2% 13.9% 5.1% 100.0%

④病院や福祉施設の利便性 214 261 195 90 59 819 26.1% 31.9% 23.8% 11.0% 7.2% 100.0%

⑤通勤・通学の利便性 213 266 128 51 161 819 26.0% 32.5% 15.6% 6.2% 19.7% 100.0%

⑥公民館や図書館の利便性 163 293 191 70 102 819 19.9% 35.8% 23.3% 8.5% 12.5% 100.0%

⑦子供の遊び場や公園 221 279 130 57 132 819 27.0% 34.1% 15.9% 7.0% 16.1% 100.0%

⑧火災等、災害に対する安全性 258 331 123 36 71 819 31.5% 40.4% 15.0% 4.4% 8.7% 100.0%

⑨騒音や大気汚染 265 321 113 51 69 819 32.4% 39.2% 13.8% 6.2% 8.4% 100.0%

⑩地区の風紀や治安 277 350 106 25 61 819 33.8% 42.7% 12.9% 3.1% 7.4% 100.0%

回答数 割合

49.7%

37.7%

30.0%

26.1%

26.0%

19.9%

27.0%

31.5%

32.4%

33.8%

36.4%

39.9%

28.7%

31.9%

32.5%

35.8%

34.1%

40.4%

39.2%

42.7%

5.5%

11.1%

22.2%

23.8%

15.6%

23.3%

15.9%

15.0%

13.8%

12.9%

2.2%

2.8%

13.9%

11.0%

6.2%

8.5%

7.0%

4.4%

6.2%

3.1%

6.2%

8.4%

5.1%

7.2%

19.7%

12.5%

16.1%

8.7%

8.4%

7.4%

0% 25% 50% 75% 100%

①緑の豊かさ

②まちの景観

③日常の買い物の利便性

④病院や福祉施設の利便性

⑤通勤・通学の利便性

⑥公民館や図書館の利便性

⑦子供の遊び場や公園

⑧火災等、災害に対する安全性

⑨騒音や大気汚染

⑩地区の風紀や治安

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答・無効回答（n=819）
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<市営住宅> 
現在お住まいの住宅の周辺環境への満⾜度・不満度は、「満⾜」と「やや満⾜」を合わせた割合が

すべての項目で 50％以上となっています。特に満⾜度が高い項目は、緑の豊かさ、まちの景観、地
区の風紀や治安となっています。 

一方、「不満」と「やや不満」を合わせた割合が比較的高く満⾜度が低い項目は、日常の買い物の
利便性、病院や福祉施設の利便性、公⺠館や図書館の利便性となっています。 

 

 

 

 

 

  

満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計 満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計

①緑の豊かさ 206 132 19 11 20 388 53.1% 34.0% 4.9% 2.8% 5.2% 100.0%

②まちの景観 142 153 44 17 32 388 36.6% 39.4% 11.3% 4.4% 8.2% 100.0%

③日常の買い物の利便性 91 113 102 60 22 388 23.5% 29.1% 26.3% 15.5% 5.7% 100.0%

④病院や福祉施設の利便性 87 131 90 51 29 388 22.4% 33.8% 23.2% 13.1% 7.5% 100.0%

⑤通勤・通学の利便性 91 132 73 28 64 388 23.5% 34.0% 18.8% 7.2% 16.5% 100.0%

⑥公民館や図書館の利便性 72 136 101 39 40 388 18.6% 35.1% 26.0% 10.1% 10.3% 100.0%

⑦子供の遊び場や公園 112 132 62 32 50 388 28.9% 34.0% 16.0% 8.2% 12.9% 100.0%

⑧火災等、災害に対する安全性 107 164 64 22 31 388 27.6% 42.3% 16.5% 5.7% 8.0% 100.0%

⑨騒音や大気汚染 121 158 57 21 31 388 31.2% 40.7% 14.7% 5.4% 8.0% 100.0%

⑩地区の風紀や治安 124 167 59 13 25 388 32.0% 43.0% 15.2% 3.4% 6.4% 100.0%

回答数 割合

53.1%

36.6%

23.5%

22.4%

23.5%

18.6%

28.9%

27.6%

31.2%

32.0%

34.0%

39.4%

29.1%

33.8%

34.0%

35.1%

34.0%

42.3%

40.7%

43.0%

4.9%

11.3%

26.3%

23.2%

18.8%

26.0%

16.0%

16.5%

14.7%

15.2%

2.8%

4.4%

15.5%

13.1%

7.2%

10.1%

8.2%

5.7%

5.4%

3.4%

5.2%

8.2%

5.7%

7.5%

16.5%

10.3%

12.9%

8.0%

8.0%

6.4%

0% 25% 50% 75% 100%

①緑の豊かさ

②まちの景観

③日常の買い物の利便性

④病院や福祉施設の利便性

⑤通勤・通学の利便性

⑥公民館や図書館の利便性

⑦子供の遊び場や公園

⑧火災等、災害に対する安全性

⑨騒音や大気汚染

⑩地区の風紀や治安

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答・無効回答（n=388）
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<災害公営住宅> 
現在お住まいの住宅の周辺環境への満⾜度・不満度は、「満⾜」と「やや満⾜」を合わせた割合が

すべての項目で 50％以上となっています。特に満⾜度が高い項目は、緑の豊かさ、まちの景観、地
区の風紀や治安となっています。 

一方、「不満」と「やや不満」を合わせた割合が比較的高く満⾜度が低い項目は、病院や福祉施設
の利便性、日常の買い物の利便性、公⺠館や図書館の利便性となっています。 

 

 

 

 

 

  

満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計 満足 やや満足 やや不満 不満
無回答・
無効回答

合計

①緑の豊かさ 180 153 22 6 28 389 46.3% 39.3% 5.7% 1.5% 7.2% 100.0%

②まちの景観 151 156 45 5 32 389 38.8% 40.1% 11.6% 1.3% 8.2% 100.0%

③日常の買い物の利便性 143 110 71 46 19 389 36.8% 28.3% 18.3% 11.8% 4.9% 100.0%

④病院や福祉施設の利便性 117 116 92 36 28 389 30.1% 29.8% 23.7% 9.3% 7.2% 100.0%

⑤通勤・通学の利便性 111 119 49 20 90 389 28.5% 30.6% 12.6% 5.1% 23.1% 100.0%

⑥公民館や図書館の利便性 81 142 80 27 59 389 20.8% 36.5% 20.6% 6.9% 15.2% 100.0%

⑦子供の遊び場や公園 100 134 58 20 77 389 25.7% 34.4% 14.9% 5.1% 19.8% 100.0%

⑧火災等、災害に対する安全性 141 149 48 13 38 389 36.2% 38.3% 12.3% 3.3% 9.8% 100.0%

⑨騒音や大気汚染 132 144 52 26 35 389 33.9% 37.0% 13.4% 6.7% 9.0% 100.0%

⑩地区の風紀や治安 138 167 39 12 33 389 35.5% 42.9% 10.0% 3.1% 8.5% 100.0%

回答数 割合

46.3%

38.8%

36.8%

30.1%

28.5%

20.8%

25.7%

36.2%

33.9%

35.5%

39.3%

40.1%

28.3%

29.8%

30.6%

36.5%

34.4%

38.3%

37.0%

42.9%

5.7%

11.6%

18.3%

23.7%

12.6%

20.6%

14.9%

12.3%

13.4%

10.0%

1.5%

1.3%

11.8%

9.3%

5.1%

6.9%

5.1%

3.3%

6.7%

3.1%

7.2%

8.2%

4.9%

7.2%

23.1%

15.2%

19.8%

9.8%

9.0%

8.5%

0% 25% 50% 75% 100%

①緑の豊かさ

②まちの景観

③日常の買い物の利便性

④病院や福祉施設の利便性

⑤通勤・通学の利便性

⑥公民館や図書館の利便性

⑦子供の遊び場や公園

⑧火災等、災害に対する安全性

⑨騒音や大気汚染

⑩地区の風紀や治安

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答・無効回答（n=389）
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現在お住まいの住宅での今後の暮らしについて 
問９．今後の居住意向 単一回答 

今後の居住意向は、「ずっと住み続けたい」の 42.6％が最も多く、「当分の間住み続けたい」の
26.5％と合わせた割合は 69.1％と半数以上を占めています。 

団地別では、市営住宅の赤前、松原団地、桜⽊団地、蟇目団地、災害公営住宅の赤前で、居住継
続意向を持つ方の割合が 100.0％となっています。市営住宅の山口団地、災害公営住宅の⻄町、本
町、⾦浜、上村、津軽石でも居住継続意向を持つ方の割合が 80％以上となっています。 

年代別にみると、年代が高くなるにつれて「ずっと住み続けたい」の割合が多くなる傾向です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住み続けたい
中里団地(全体) 62.2%

中里団地① 60.0%
中里団地② 62.5%
山口団地 80.0%
佐原団地(全体) 58.8%
佐原団地① 36.4%
佐原団地② 65.0%
八木沢団地(全体) 68.1%
八木沢団地① 69.0%
八木沢団地② 67.5%
舘合 66.7%
日の出町団地 65.4%
西ヶ丘団地 57.9%
高浜 －
津軽石 50.0%
赤前 100.0%
新田平団地 55.6%
長内団地 25.0%
松原団地 100.0%
日向団地 75.0%
桜木団地 100.0%
刈屋団地 50.0%
和美団地 33.3%
刈屋日向団地 0.0%
八坂団地(全体) 75.0%
八坂団地① －
八坂団地② 75.0%
蟇目団地 100.0%
蟇目第２団地 50.0%
飛の沢団地 50.0%
飛の沢第２団地 66.7%
区界団地 35.7%
川井団地 66.7%
江繋団地 50.0%
高浜 70.0%
近内 67.7%
崎山 38.5%
日の出町 66.7%
和見町 78.9%
西ヶ丘 78.9%
西町 93.0%
黒田町 78.9%
本町 89.3%
金浜 81.8%
港町 63.3%
上村 85.7%
山口 70.6%
赤前 100.0%
津軽石 83.3%
重茂 25.0%
田老三王 73.5%
田老 63.6%

災
害
公
営
住
宅

市
営
住
宅

住宅別

ずっと

住み続けたい

146票
37.6%

当分の間

住み続けたい

107票,27.6%

転居したいが

当分予定は無い

67票,17.3%

近いうちに転居する

2票,0.5%

わからない

42票,10.8%

無回答・無効回答

24票,6.2%

市営

住宅
（n=388）

23.5%

14.9%

21.8%

27.6%

43.4%

42.7%

56.1%

55.1%

30.0%

52.9%

36.2%

33.3%

27.6%

26.3%

31.3%

21.3%

22.1%

20.0%

23.5%

34.0%

24.4%

23.8%

18.4%

11.5%

8.6%

5.9%

10.0%

4.3%

1.3%

0.8%

0.7%

8.5%

16.7%

14.3%

6.6%

10.4%

6.6%

9.6%

20.0%

2.1%

2.6%

6.7%

5.3%

4.2%

6.6%

6.6%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２０歳代

（n=17）

３０歳代

（n=47）

４０歳代

（n=78）

５０歳代

（n=105）

６０～６４歳

（n=76）

６５～６９歳

（n=96）

７０歳代

（n=244）

８０歳以上

（n=136）

無回答・無効回答

（n=20）

ずっと住み続けたい 当分の間住み続けたい

転居したいが当分予定は無い 近いうちに転居する

わからない 無回答・無効回答

ずっと

住み続けたい

349票

42.6%

当分の間

住み続けたい

217票,26.5%

転居したいが

当分予定は無い

120票,14.7%

近いうちに転居する

6票,0.7%

わからない

80票,9.8%

無回答・無効回答

47票,5.7%

全体
（n=819）

ずっと

住み続けたい

192票

49.4%

当分の間

住み続けたい

98票,25.2%

転居したいが

当分予定は無い

45票,11.6%

近いうちに転居する

3票,0.8%

わからない

30票,7.7%

無回答・無効回答

21票,5.4%

災害

公営
（n=389）
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問１０．住み続けたい理由（問９で１、２を選んだ方︓566 人） 複数回答 
問９で「ずっと住み続けたい」もしくは「当分の間住み続けたい」と回答した方の住み続けたい

理由は、「家賃が安いから」の 66.4％が最も多く、次いで「経済的に転居が難しい」が 57.4％、「住
み慣れたところだから」が 50.9％となっています。 

年代別にみると、50 歳代では「経済的に転居が難しいから」、80 歳以上では「住み慣れたところ
だから」、それ以外の年代では「家賃が安いから」が 1 位となっています。 

 

 

  

回答数 割合

家賃が安いから 376 66.4%

部屋、間取りに満足しているから 267 47.2%

住宅内の施設、設備に満足しているから 151 26.7%

経済的に転居が難しいから 325 57.4%

住み慣れたところだから 288 50.9%

親と同居しているから 13 2.3%

近所に親（子）がいるから 50 8.8%

近所に親戚がいるから 49 8.7%

近所に知人がいるから 78 13.8%

高齢者が住みやすいから 124 21.9%

要介護者が住みやすいから 23 4.1%

障がい者が住みやすいから 34 6.0%

交通の便に恵まれているから 139 24.6%

買い物に便利だから 148 26.1%

この地域が好きだから 130 23.0%

学校や病院などの周辺環境に恵まれているから 94 16.6%

緑や公園等の周辺環境に恵まれているから 94 16.6%

その他 16 2.8%

無回答 7 1.2%

合計 2,406

190

108

49

153

147

7

20

28

37

39

8

15

49

40

63

38

57

4

0

172

150

100

161

125

5

28

18

37

82

15

18

85

107

61

54

33

11

6

0 100 200 300 400

家賃が安いから

部屋、間取りに満足しているから

住宅内の施設、設備に満足しているから

経済的に転居が難しい

住み慣れたところだから

親と同居しているから

近所に親（子）がいるから

近所に親戚がいるから

近所に知人がいるから

高齢者が住みやすいから

要介護者が住みやすいから

障がい者が住みやすいから

交通の便に恵まれているから

買い物に便利だから

この地域が好きだから

学校や病院などの周辺環境に恵まれているから

緑や公園等の周辺環境に恵まれているから

その他

無回答

(票)

市営住宅（n=253）

災害公営住宅（n=290）
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年代 順位 選択肢 割合

1位 家賃が安いから 52.9%

2位 経済的に転居が難しいから 47.1%

3位 部屋、間取りに満足しているから 35.3%

1位 家賃が安いから 34.0%

住み慣れたところだから

学校や病院などの周辺環境に恵まれているから

1位 家賃が安いから 38.5%

2位 経済的に転居が難しいから 37.2%

3位 部屋、間取りに満足しているから 28.2%

1位 経済的に転居が難しいから 39.0%

2位 家賃が安いから 32.4%

3位 部屋、間取りに満足しているから 27.6%

1位 家賃が安いから 47.4%

2位 経済的に転居が難しいから 44.7%

3位 住み慣れたところだから 38.2%

1位 家賃が安いから 55.2%

2位 経済的に転居が難しいから 47.9%

3位 部屋、間取りに満足しているから 31.3%

1位 家賃が安いから 54.5%

2位 住み慣れたところだから 44.3%

3位 経済的に転居が難しいから 43.0%

1位 住み慣れたところだから 43.4%

2位 家賃が安いから 41.9%

3位 経済的に転居が難しいから 34.6%

1位 家賃が安いから 40.0%

部屋、間取りに満足しているから

住み慣れたところだから

1位 家賃が安いから 45.9%

2位 経済的に転居が難しいから 39.7%

3位 住み慣れたところだから 35.2%

全体
（n=819）

７０歳代
（n=244）

８０歳以上
（n=136）

同率
2位

35.0%

無回答・
無効回答
（n=20）

４０歳代
（n=78）

２０歳代
（n=17）

同率
2位

23.4%

６０～６４歳
（n=76）

６５～６９歳
（n=96）

５０歳代
（n=105）

３０歳代
（n=47）
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問１１．１）転居したい理由（問９で３、４を選んだ方︓126 人） 複数回答 
問９で「転居したいが当分予定は無い」もしくは「近いうちに転居する」と回答した方の転居し

たい理由は、「住宅が⽼朽化してきたため」の 28.6％が最も多く、次いで「買い物が不便だから」
が 26.2％、「部屋、間取りが不満だから」が 25.4％となっています。 

 

 

 

 

  

回答数 割合

持ち家がほしいから 27 21.4%

家賃が高いから 20 15.9%

住宅が老朽化してきたため 36 28.6%

部屋、間取りが不満だから 32 25.4%

住宅内の施設、設備が不満だから 24 19.0%

経済的に余裕が出てきたから 1 0.8%

故郷で暮らしたいから 4 3.2%

近所に親（子）がいないから 9 7.1%

近所に親戚がいないから 4 3.2%

近所に知人がいないから 3 2.4%

高齢者が住みづらいから 29 23.0%

要介護者が住みづらいから 13 10.3%

障がい者が住みづらいから 16 12.7%

交通の便が悪いから 29 23.0%

買い物が不便だから 33 26.2%

住宅の周辺環境が不満だから 15 11.9%

自動車の騒音、公害を避けるため 3 2.4%

転勤や仕事の都合のため 6 4.8%

子供の教育のため 5 4.0%

その他 25 19.8%

無回答 2 1.6%

合計 336

12

11

31

17

19

0

2

4

2

2

22

10

12

15

18

8

1

3

3

7

1

14

9

2

13

4

0

1

5

2

1

7

3

4

13

14

7

2

3

2

14

1

0 5 10 15 20 25 30 35

持ち家がほしいから

家賃が高いから

住宅が老朽化してきたため

部屋、間取りが不満だから

住宅内の施設、設備が不満だから

経済的に余裕が出てきたから

故郷で暮らしたいから

近所に親（子）がいないから

近所に親戚がいないから

近所に知人がいないから

高齢者が住みづらいから

要介護者が住みづらいから

障がい者が住みづらいから

交通の便が悪いから

買い物が不便だから

住宅の周辺環境が不満だから

自動車の騒音、公害を避けるため

転勤や仕事の都合のため

子供の教育のため

その他

無回答

(票)

市営住宅（n=69）

災害公営住宅（n=48）
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問１１．２）転居をお考えの地域（問９で３、４を選んだ方︓126 人） 単一回答 
問９で「転居したいが当分予定は無い」もしくは「近いうちに転居する」と回答した方の転居を

お考えの地域は、「市内の中心市街地」の 34.9％が最も多く、次いで「市内の沿岸部」が 18.3％、
「市内の内陸部」が 15.9％となっています。 

年代別にみると、20〜30 歳代と 65 歳以上では「市内の中心市街地」、40 歳代では「市内の内陸
部」、50 歳代では「市内の沿岸部」、60〜64 歳では「岩⼿県内」への転居希望が多くなっています。 
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2

1

1

1

2

1

1

3

2

3

2

2

6

0 5 10 15 20 25

２０歳代

（n=4）

３０歳代

（n=18）

４０歳代

（n=20）

５０歳代

（n=16）

６０～６４歳

（n=14）

６５～６９歳

（n=11）

７０歳代

（n=23）

８０歳以上

（n=9）

無回答・無効回答

（n=2）

(票)

市内の中心市街地 市内の沿岸部 市内の内陸部 岩手県内 岩手県外 無回答・無効回答

市内の

中心市街地

24票

34.8%

市内の沿岸部

10票,14.5%

市内の内陸部

12票,17.4%

岩手県内

7票,10.1%

岩手県外

2票,2.9%

無回答・無効回答

14票,20.3%

市営

住宅
（n=69）

市内の

中心市街地

44票

34.9%

市内の沿岸部

23票

18.3%

市内の内陸部

20票

15.9%

岩手県内

15票

11.9%

岩手県外

6票,4.8%

無回答・無効回答

18票,14.3%

全体
（n=126）

市内の

中心市街地

15票

31.3%

市内の沿岸部

11票

22.9%市内の内陸部

7票,14.6%

岩手県内

7票

14.6%

岩手県外

4票,8.3%

無回答・無効回答

4票,8.3%

災害

公営
（n=48）
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問１１．３）転居の際のお住まい（問１２で３、４を選んだ方︓126 人） 単一回答 
問９で「転居したいが当分予定は無い」もしくは「近いうちに転居する」と回答した方の転居の

際のお住まいは、「市町村、都道府県の公営住宅」の 31.0％が最も多く、次いで「⺠間の賃貸住宅」
が 23.0％、「自分の持ち家（⼾建て、⻑屋建て）」が 20.6％となっています。 

年代別にみると、20 歳代と 70 歳代では「自分の持ち家（⼾建て、⻑屋建て）」、30 歳代、65〜
69 歳、80 歳以上では「市町村、都道府県の公営住宅」、40 歳代では「⺠間の賃貸住宅」への転居
希望が多くなっています。50〜64 歳では「自分の持ち家（⼾建て、⻑屋建て）」と「市町村、都道
府県の公営住宅」がともに多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自分の持ち家

（戸建て、長屋建て）

26票,20.6%

市町村、都道府県の

公営住宅

39票,31.0%

民間の

賃貸住宅

29票,23.0%

親（子）の家

5票,4.0%

間借り、下宿

1票,0.8%

社員住宅・官公舎など

0票,0.0%

自分の持ち家

（マンション等の共同住宅）

1票,0.8%

その他

7票,5.6%

無回答・無効回答

18票,14.3%

全体
（n=126）

自分の持ち家

（戸建て、長屋建て）

14票,20.3%

市町村、

都道府県の

公営住宅

23票

33.3%

民間の

賃貸住宅

16票

23.2%

親（子）の家

2票,2.9%

間借り、下宿

0票,0.0%

社員住宅・官公舎など

0票,0.0%

自分の持ち家

（マンション等の共同住宅）

0票,0.0%

その他

3票

4.3%

無回答・

無効回答

11票,15.9%

市営

住宅
（n=69）

自分の持ち家

（戸建て、長屋建て）

10票,20.8%

市町村、

都道府県の

公営住宅

14票,29.2%

民間の賃貸住宅

10票

20.8%

親（子）の家

3票,6.3%

間借り、下宿

0票,0.0%

社員住宅・官公舎など

0票,0.0%

自分の持ち家

（マンション等の共同住宅）

1票,2.1%

その他

3票

6.3%
無回答・

無効回答

7票,14.6%

災害

公営
（n=48）
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1
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0 5 10 15 20 25

２０歳代

（n=4）

３０歳代

（n=18）

４０歳代

（n=20）

５０歳代

（n=16）

６０～６４歳

（n=14）

６５～６９歳

（n=11）

７０歳代

（n=14）

８０歳以上

（n=9）

無回答・無効回答

（n=2）

(票)

自分の持ち家（戸建て、長屋建て） 市町村、都道府県の公営住宅 民間の賃貸住宅

親（子）の家 間借り、下宿 社員住宅・官公舎など

自分の持ち家（マンション等の共同住宅） その他 無回答・無効回答
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２－３ 市営住宅等の需要推計 
２－３－１  市営住宅等の需要⼾数算出の考え方 

市営住宅等（定住促進住宅を除く）の需要⼾数算出にあたっては、次の考え方に基づき推計します。 
 

表 ２－３－１ 市営住宅等の需要⼾数算出の考え方 
⼿順 目  的 算 出 方 法 

⼿順 1 居住に著しく困窮する世帯の総数
を把握 

国配布の『ストック推計プログラム（市区版）※1』
を用いて「著しい困窮年収水準未満世帯数」を推計
する。 

⼿順 2 災害等の緊急時対応住⼾を考慮 算出した著しい困窮年収水準未満世帯数に、災害等
緊急時対応⼾数として 10％加算する。 

⼿順 3 県営住宅が担う低所得者向け供給
⼾数を差し引く 

県営住宅の管理⼾数（240 ⼾）※2 を差し引く。 

※1 ストック推計プログラムは、各種統計データを用いて、将来のある時点における全ての借家（公営
住宅だけではなく⺠間賃貸住宅等も含めた借家）に居住する「著しい困窮年収水準未満の世帯数」
を算出する。「著しい困窮年収水準未満の世帯数」とは、公営住宅の入居資格世帯数のうち、自⼒で
は適正な水準の住まいを適正な負担で確保することが困難と⾒込まれる世帯をいう。 

※2 管理⼾数 401 ⼾のうち、2030（令和 12）年までに用途廃止予定の 161 ⼾を除く 240 ⼾ 
 

２－３－２  市営住宅等の需要⼾数の算出 
著しい困窮年収水準未満世帯数の推計 

ストック推計プログラムによる推計結果は図 ２－３－１のとおりであり、目標年次である 2035
（令和 17）年における著しい困窮年収水準未満の世帯数は 1,205 世帯と推計され、今後も減少傾向
で推移します。 

 
図 ２－３－１ 著しい困窮年収水準未満世帯数の推計 

 

出典︓ストック推計プログラム 

2,955 2,837
2,669

2,492
2,283

1,363 1,294 1,205 1,113 1,010
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1,000

2,000

3,000

4,000

2025年
基準年次

2030年 2035年
目標年次

2040年 2045年

公営住宅等の⼊居資格世帯数 著しい困窮年収⽔準未満の世帯数

（年度央）

（世帯）
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災害等に備えた緊急時対応住⼾の確保 
推計された著しい困窮年収水準未満の世帯数（1,205 世帯）に、災害等に備えた緊急時対応住⼾と

して 10％を加算し、公営住宅等（県営住宅を含む）で対応すべき需要⼾数を算定します。 
 
公営住宅等（県営住宅を含む）で対応すべき需要⼾数︓1,205 世帯 × 110％ ＝ 1,326 ⼾ 

 
市営住宅等で対応すべき需要⼾数の算出 

公営住宅等（県営住宅を含む）で対応すべき需要⼾数（1,326 ⼾）から、地域全体で低所得者対策
を担う県営住宅の供給⼾数を差し引きます。市内の県営住宅（災害公営住宅を除く）の管理⼾数は 401
⼾ありますが、このうち 2030（令和 12）年までに 161 ⼾を用途廃止としているため、県営住宅の
供給⼾数を 240 ⼾とします。したがって、本市が管理する市営住宅等で対応すべき需要⼾数は次のと
おりとなります。 

 
市営住宅等で対応すべき需要⼾数（2035（令和 17）年）︓1,326 ⼾ － 240 ⼾ = 1,086 ⼾ 
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【公営住宅の施策対象世帯のうち著しい困窮年収未満世帯数の推計】 
・「ストック推計プログラム（市区版）」を用いて推計 

図 ２－３－２ 市営住宅等（定住促進住宅を除く）の需要⼾数の算出 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

【ステップ０】宮古市の将来世帯数の推計 

将来の人口推計値と岩手県世帯主率をもとに、宮古市の世帯主率を推定して、世帯数を算出 

 

 

【ステップ１】世帯人員・収入五分位階級別借家世帯数の推計 

住宅・土地統計調査における実績値から収入分位・世帯人員・住宅所有関係別世帯数を推計して、

家計調査における世帯人員・収入五分位階級別借家世帯数を算出 

 
 

 

【ステップ２】公営住宅収入基準を満たす世帯のうち「公営住宅の施策対象世帯数」の推計 

公営住宅収入基準を満たす世帯のうち、公営住宅の入居基準を満たす世帯を抽出して、公営住宅

の施策対象世帯数を算出 

 

 
 
 
 
 

 

【ステップ３】公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満世帯数」の推計 

世帯人員別最低居住面積水準の民間賃貸住宅に居住するために必要な年収を求め、世帯人員別

必要年収未満の世帯数の割合を推計して、著しい困窮年収未満世帯数を算出 

 

【条件設定】 
・計画期間  2026 年度（令和 8 年度）～2035 年度（令和 17 年度） 

市営住宅等で対応すべき需要⼾数 
2035 年度（令和 17 年度） 1,086 戸 

【公営住宅等（県営住宅含む）で対応すべき需要戸数】 

・災害等の緊急時に対応するための住戸を 10％確保 

1,205 世帯 × 110％ ＝ 1,326 戸 

【県営住宅（一般）の供給戸数】 
県営住宅（一般）の管理戸数 401 戸から 
2030 年までに用途廃止予定の 161 戸を除外
= 240 戸 

人口 41,293 人×世帯主率 ＝ 世帯主数 19,019 世帯 ＝ 目標年次における世帯数 19,019 世帯 

目標年次における収入五分位階級別借家世帯数 

借家世帯数  6,741 世帯 

① 本来階層 

目標年次における収入分位 25%以下の借家世帯数 

2,445 世帯 

② 裁量階層 

目標年次における収入分位 25%～40%以下の借家世帯数 

224 世帯 

目標年次における公営住宅の施策対象世帯数 2,669 世帯 

目標年次における公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満世帯数」 1,205 世帯 
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地区別の需要⼾数の推計 
本市は、宮古市、⽥⽼町、新⾥村、川井村の 4 つの市町村が合併した経緯があり、合併前の各地区

が持つ地域コミュニティを維持し、各地区に居住している住宅確保要配慮者が安心して住み続けられ
るよう、引き続き、地区別の需要を⾒据えた上で、必要な市営住宅等ストックを確保していく必要が
あります。 

 
① 被災⼊居⼾数と被災⼊居⼾数の推計（市全体） 

災害公営住宅の整備により、被災世帯の住宅ニーズは既に市全体の需要⼾数の一部として対応して
いることから、通常の需要とは分けて考えます。市全体の需要⼾数に対する被災入居⼾数の割合は、
2025（令和 7）年 3 月末時点と同じ比率（約 31.4%）で推移すると仮定して被災入居⼾数を推計し
ます。被災入居⼾数と非被災入居⼾数の推計結果は表 ２－３－２のとおりです。 

表 ２－３－２ 被災⼊居⼾数と非被災⼊居⼾数の推計（市全体） 

 

 
② 地区別の需要⼾数の推計（非被災⼊居⼾数） 

地区別の需要⼾数（非被災入居⼾数）の推計にあたっては、前項の非被災入居⼾数を 2020（令和
2）年度国勢調査の地区別の人口割合で按分して推計します。地区別の需要⼾数（非被災入居⼾数）の
推計結果は表 ２－３－３のとおりです。 

表 ２－３－３ 地区別の需要⼾数の推計（非被災⼊居⼾数） 

 
 

③ 地区別の被災⼊居⼾数の推計 
地区別の被災入居⼾数は、市全体の被災入居⼾数を宮古地区と⽥⽼地区の 2025（令和 7）年 3 月

末時点の入居割合で按分して求めています。地区別の被災入居⼾数の推計結果は表 ２－３－４のと
おりです。 

表 ２－３－４ 地区別の被災⼊居⼾数の推計 

 

2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 2070年 2075年
市全体 1,183 1,086 984 871 764 668 581 502 430 366

うち非被災⼊居⼾数 811 745 675 597 524 458 399 344 295 251
うち被災⼊居⼾数 372 341 309 274 240 210 182 158 135 115

１期目 2期目 3期目 4期目 ５期目

2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 2070年 2075年
市全体 1,183 1,086 984 871 764 668 581 502 430 366

うち非被災⼊居⼾数 811 745 675 597 524 458 399 344 295 251
宮古地区 695 638 578 512 449 393 342 295 253 215
⽥⽼地区 44 40 37 32 29 25 22 19 16 14
新⾥地区 39 36 32 29 25 22 19 17 14 12
川井地区 33 31 28 24 21 18 16 13 12 10

１期目 2期目 3期目 4期目 ５期目

非被災⼊居⼾数

2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 2070年 2075年
市全体 1,183 1,086 984 871 764 668 581 502 430 366

うち被災⼊居⼾数 372 341 309 274 240 210 182 158 135 115
宮古地区 297 272 247 219 191 168 145 126 108 92
⽥⽼地区 75 69 62 55 49 42 37 32 27 23
新⾥地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
川井地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１期目 2期目 3期目 4期目 ５期目

被災⼊居⼾数
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④ 地区別の需要⼾数の推計結果（まとめ） 
前項までの推計結果をまとめると、地区別の需要⼾数は表 ２－３－５のとおりです。いずれの地

区についても中⻑期的に減少傾向で推移することが分かります。 
市営住宅等ストックの再編や団地別の事業⼿法を検討する際には、こうした地区別の将来需要の変

化を考慮します。 
 

表 ２－３－５ 地区別の需要⼾数の推計結果（まとめ） 

 

※人口割合は国勢調査令和 2 年度時点、被災入居⼾数の入居割合は令和 7 年 3 月末時点 

①市全体の需要⼾数-全体の被災入居⼾数＝全体の非被災入居⼾数 
②全体の非被災入居⼾数×人口割合＝各地区の非被災入居⼾数 
③全体の被災入居⼾数×被災入居⼾数の入居割合＝各地区の被災入居⼾数 
④各地区の非被災入居⼾数+各地区の被災入居⼾数＝各地区の需要⼾数 

  

2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 2070年 2075年
市全体 1,183 1,086 984 871 764 668 581 502 430 366

うち非被災⼊居⼾数 811 745 675 597 524 458 399 344 295 251
うち被災⼊居⼾数 31.4% 372 341 309 274 240 210 182 158 135 115

宮古地区 85.7% 695 638 578 512 449 393 342 295 253 215
⽥⽼地区 5.4% 44 40 37 32 29 25 22 19 16 14
新⾥地区 4.8% 39 36 32 29 25 22 19 17 14 12
川井地区 4.1% 33 31 28 24 21 18 16 13 12 10
宮古地区 79.8% 297 272 247 219 191 168 145 126 108 92
⽥⽼地区 20.2% 75 69 62 55 49 42 37 32 27 23
新⾥地区 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
川井地区 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
市全体 1,183 1,086 984 871 764 668 581 502 430 366
宮古地区 992 910 825 731 640 561 487 421 361 307
⽥⽼地区 119 109 99 87 78 67 59 51 43 37
新⾥地区 39 36 32 29 25 22 19 17 14 12
川井地区 33 31 28 24 21 18 16 13 12 10

１期目 2期目 3期目 4期目 ５期目人口割合
（実態）

⼊居割合
（実態）

非被災⼊居⼾数

被災⼊居⼾数

合計
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２－４ 市営住宅等ストックの課題 
東日本大震災以降、本市は「誰もが安心安全にすごせる住まいづくりの推進」や「街なかで暮らせる

住環境づくりの推進」などを市営住宅等施策の主要課題として取り組んできました。需要に合わせた市
営住宅の建替や災害公営住宅の建設の結果、まちなかに安全性と快適性を備えた住宅ストックが整備さ
れました。 

2019（平成 31）年 2 月に災害公営住宅の一般募集が開始されたことで、市営住宅等の取組みは「次
のステップ」へと移⾏しました。しかし、更なる人口減少や少子高齢化の課題を抱える中で、市営住宅
等が抱える課題も変化しており、現在は、ストック全体の適切な維持管理・更新・再編が喫緊の課題と
して求められています。 

 
課題１ 多様な⼊居者のニーズへの対応と居住水準の課題 
2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、最低居住面積水準に満たない住⼾が 17 ⼾存在しており、これらの

住⼾は居住面積（25 ㎡以上）に対して世帯人数が多い状況にあります。また、入居者の高齢化は深刻で
あり、65 歳以上の単身世帯が 371 世帯（約 4 割）、65 歳以上の高齢のみ世帯が 123 世帯（約１割）を
占めており、今後も市営住宅等における高齢者の増加が⾒込まれます。 

 
課題２ 将来需要の変動と管理⼾数の供給過剰 
2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、市営住宅 934 ⼾、災害公営住宅 563 ⼾、計 1,497 ⼾（定住促進

住宅を除く）を管理しており、これに対する入居率は 69.7％（1,043 ⼾）に留まっています。また、前
項で整理したとおり、市営住宅等の将来的な需要は減少していくことが推計されており、現在の管理⼾
数は将来的な需要に対して供給過剰となる⾒込みです。 

 
課題３ ⽼朽化の進⾏と財政制約下での LCC 最適化の必要性 
2025（令和 7）年 4 月 1 日現在、市営住宅等ストック 1,497 ⼾のうち、約 3 割にあたる 415 ⼾（全

て市営住宅）が既に耐用年限を超過し、⽼朽化が深刻化しています。これらの⽼朽化ストックは、将来
的な大規模修繕や建替が必要となり、人口減少や少子高齢化に伴う社会保障費等の増加による厳しい財
政状況下において、LCC の増大を招くリスクとなっています。  
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第３章 公営住宅等⻑寿命化計画 
３－１ 計画を推進するための基本方針 
３－１－１  市営住宅等ストックの供給に関する基本方針 

居住環境の改善及び質の向上 
 ⻑期的に活用する住宅・団地については、躯体の改修や計画的な建替により耐久性を向上させ、

住環境の質を高めることで、入居率の向上と既存ストックの有効利用を促進します。 
 多様な入居者ニーズに対応するため、高齢者や要介護者等に配慮したバリアフリー化を図った住

⼾や、世帯人数に⾒合った住⼾への計画的な住み替えを促し、居住水準の改善を図ります。 
 建替を実施する際には、高齢者に配慮した仕様や、多様な居住ニーズに対応できる間取り・仕様

を導入し、将来を⾒据えた居住環境の向上に努めます。 
 

将来需要の変動に対応したストックの計画的な再編 
 将来的な需要減少を⾒据え、管理⼾数の適正化を計画的に推進し、効率的かつ安定的に市営住宅

等を供給します。 
 物理的な劣化や経済性から⻑寿命化対策の実施が困難な住宅については、建替・集約・用途廃止

等による適切な再編を優先的に実施します。 
 各地区の地域コミュニティを維持・持続させるため、地域バランスに配慮して配置します。 
 管理⼾数の適正化を推進しても発⽣する未入居住⼾に対しては、本来の用途である住宅困窮者へ

の提供を妨げない範囲で、地域の移住・定住促進等に資する柔軟な活用策を検討します。（地域
対応活用計画に基づく活用など） 

 
３－１－２  市営住宅等ストックの⻑寿命化に関する基本方針 

ストックの状況把握・修繕の実施・データ管理に関する方針 
適切なストックマネジメントの基盤として、市営住宅等ストックの状況を的確に把握し、データに

基づいた管理を⾏うための基本方針を定めます。 
 

① 点検体制の確⽴ 
定期点検及び日常点検を実施する。住⼾内部については、入退去時に点検を実施する。 

② データ管理の徹底 
定期点検・日常点検結果及び修繕・改善履歴をデータとして適切に管理する。 

③ 予防保全の実⾏ 
点検結果及び修繕・改善履歴の分析を踏まえ、対症療法型から予防保全型の修繕へと転換し、
実⾏する。 
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計画的な改善事業実施による⻑寿命化及び LCC の縮減に関する方針 
市営住宅等ストックの⽼朽化による事故や居住性の低下を未然に防ぎ、財政的な持続可能性を確保

するため、予防保全的な維持管理と⻑寿命化対策の基本方針を次のとおり定めます。 
 

① ⻑寿命化対策の計画的な実施 
予防保全型の維持管理を基本とし、⻑寿命化に資する改善事業を計画的に実施することで、市
営住宅等ストックの⻑寿命化と LCC の縮減を実現する。 

② LCC 比較に基づく事業⼿法の選定 
予防保全型の維持管理と対症療法型の維持管理を実施した場合の LCC を比較分析し、より縮減
効果の高い事業⼿法を選定する。なお、仕様のアップグレード等による耐久性の向上や予防保
全の実践による修繕・建替周期の延⻑を通じて、継続的な LCC の縮減を図る。 

 
 

３－２ 市営住宅等ストックの事業手法の選定 
３－２－１  計画の対象住宅の設定 

本計画の対象住宅は、市営住宅 934 ⼾、災害公営住宅 563 ⼾の計 1,497 ⼾とします。 
 

表 ３－２－１ 対象住宅 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 定住化促進住宅は計画の対象外   

種別 番号 住宅団地名 管理戸数 種別 番号 住宅団地名 管理戸数

市営住宅 1 中里団地住宅 106 災害公営 1 高浜 12

2 山口団地住宅 93 住宅 2 近内 80

3 佐原団地住宅 100 3 崎山 24

4 八木沢団地住宅 191 4 日の出町 26

5 舘合住宅 24 5 和見町 23

6 日の出町団地住宅 53 6 西ヶ丘 24

7 西ヶ丘団地住宅 96 7 西町 53

8 高浜住宅 10 8 黒田町 24

9 津軽石住宅 10 9 本町 34

10 赤前住宅 16 10 金浜 12

11 新田平団地住宅 54 11 港町 40

12 長内団地住宅 10 12 上村 24

13 松原団地住宅 20 13 山口 23

14 日向団地住宅 20 14 赤前 14

15 桜木団地住宅 20 15 津軽石 35

16 刈屋団地住宅 5 16 重茂 4

17 和美団地住宅 5 17 田老三王 71

18 刈屋日向団地住宅 4 18 田老 40

19 八坂団地住宅 17 計 563

20 蟇目団地住宅 20 1,497

21 蟇目第２団地住宅 3

22 飛の沢団地住宅 5

23 飛の沢第２団地住宅 5

24 区界団地住宅 32

25 川井団地住宅 10

26 江繋団地住宅 5

計 934

合計
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３－２－２  事業手法の選定方針 
事業手法における基本的な考え方 

本計画における市営住宅等ストックの事業⼿法は、国の新指針に基づき、建替、改善（全面的改善、
個別改善）、維持管理、用途廃止の 4 つを基本とします。それぞれの内容は以下のとおりです。 

 
表 ３－２－２ 事業手法の内容 

事業手法 内 容 管理期間の目安 

建替 

現存する市営住宅等を除却し、新たに市営住宅等を建設する手法を「建替」

とします。 

耐用年限を経過したもの 

・木造・簡易耐火構造平屋：30 年 

・簡易耐火構造二階：45 年 

・耐火構造：70 年 

改善 

全
面
的
改
善 

市営住宅等の住棟単位又は団地単位で、躯体以外の内装や設備等の住

戸内部における全面的な改善を行うもの、または以下に示す個別改善

の内容を同時に、かつ大部分にわたって複合的に行うものを「全面的

改善」とします。 

建築後 30 年を経過しており、事

業後、概ね 30 年以上管理する予

定のもの 

個
別
改
善 

市営住宅等の質の向上を図るため、全面的改善によらず、個別の住棟

または住戸に対して実施する改善・改修を「個別改善」とします。 

 

個別改善は、以下の目的別に 7つの類型に分けて実施します。 

【居住性向上型】 

引き続き活用を図る住宅ストックの居住性向上を目的として、住戸規

模・間取りの改善や設備等の改善を行う。 

（間取りの変更、電気容量のアップ等） 

【福祉対応型】 

高齢者や障がい者等が安全・安心して居住できるよう、住戸内、共用

部、屋外のバリアフリー化を進める。 

（住戸内部・共用部の段差解消、浴室・トイレの高齢者対応、エレベー

ター設置 等） 

【安全性確保型】 

躯体の耐震性向上、円滑な避難及び生活事故防止に配慮した改善を行

う。 

（耐震改修、屋外通路等の避難経路の整備、防犯に配慮した建物部品

の設置 等） 

【長寿命化型】 

住宅の耐久性向上、躯体の劣化低減、維持管理の容易性向上の観点か

ら予防保全的な改善を行う。 

（屋根防水改修、給排水管の耐久性向上、住戸内配管の集約化 等） 

【脱炭素社会対応型】 

地球温暖化対策及び環境負荷の低減に貢献するため、省エネルギー性

能向上を図る。 

（開口部の二重サッシ化による断熱性の向上、外壁・内壁の断熱改修

等） 

【子育て世帯支援型】 

安全かつ快適に、安心して子育てに取り組める住環境を目的とした改

善を行う。 

（遮音性能の向上に資する改修、転落防止工事 等） 

事業後、概ね 10 年間管理する予

定のもの 

維持 

管理 

次の市営住宅等の効用を維持するために行うものを「維持管理」とします。 

・経常修繕 

破損部品の修理や取り替えなど、日常的に行われる小規模な修繕や緊急時

に対応する修繕 

・計画修繕 

建物や部品の耐用年数や実際の劣化状況から判断し、修繕周期等に基づき

計画的に行う修繕 

 

用途 

廃止 

建設後、一定の年月を経て老朽化が進み、かつ居住環境を維持することが

困難と認められる市営住宅等を用途廃止し、敷地を他の用途へ有効に活用

するものを「用途廃止」とします。 
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事業手法の選定フロー 
市営住宅等ストックの事業⼿法の選定においては、次の選定フローに基づき、団地ごとの課題や将

来需要を総合的に判断しながら進めます。 
 

図 ３－２－１ 事業手法の選定フロー 
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３－２－３  事業手法の選定における評価基準 
市営住宅等ストックの事業⼿法を選定するにあたり、前項で⽰した選定フローに基づき、社会的特性、

物理的特性、将来需要、経済性などを総合的に評価するため、次のとおり判定項目及び評価基準を定め
ます。 

表 ３－２－３ 事業手法の選定における評価・判定基準  
評価基準 評価結果

ⅰ）需要 5年間の平均の応募倍率1.0以上、又は募集なし ○

5年間の平均の応募倍率1.0未満、又は募集停止 ×

ⅱ）効率性 居住誘導区域内 ○

居住誘導区域外 ×

ⅲ）立地 0.5ｍ未満の区域（大人の膝まで浸水する程度） ○

0.5ｍ以上の区域 ×

区域外 ○

区域内 ×

新耐震基準、又は耐震診断の結果耐震性あり、診断基準
なし（簡耐）、2000年基準（木造）

○

旧耐震基準、又は耐震診断の結果耐震性なし、耐震診断
未実施

×

避難可能 ○

避難不可能 ×

区画あり ○

区画なし ×

ⅱ） 2人世帯の最低居住面積水準である３０㎡以上 ○

2人世帯の最低居住面積水準である３０㎡未満 ×

3階以上の住宅においてEVの設置あり、もしくは2階以下
の住宅

○

3階以上の住宅においてEVの設置なし ×

浴槽・浴室ありかつ3箇所給湯の整備済み ○

浴室のみまたは3箇所給湯の未整備 ×

ⅲ）　 募集停止していない ○

募集停止している ×

耐火構造 ○

木造、簡易耐火構造（耐用年限が短く、LCCの縮減効果
がないため）

×

耐用年限未満 ○

耐用年限経過 ×

改善事業費の方が安い 縮減効果あり

建替事業費の方が安い 縮減効果なし

（3）-2-ⅰ）将来ストック推計結果

（3）-2-ⅱ）公共施設等総合管理計画との整合

（3）-2-ⅲ）LCC比較

耐震基準

住戸面積

募集状況

②-2　Ｂ：将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定

総合的に判断

将来ストック量の推計結果をふまえ、
「維持管理する団地」又は「当面管理する団
地」の判定

②-1　A：

LCC比較

構造

二方向避難

ⅰ）
躯体・避難の安全性
に係る改善の必要性

居住性に係る
改善の必要性

判定・評価項目

１
次
判
定

応募倍率

洪水浸水

土砂災害

①-1　団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針

目標年次に
おける耐用年限

必
要

躯体・避難の安
全性に係る改善
の可能性

居住誘導区域

防火区画

①-2　住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性

不
要

バリアフリー

住戸内設備

2
次
判
定

3
次
判
定

③-1　集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定

・2次判定までで、同一団地内の住宅事業手法が異なる場合、再判定の必要がある

③-2　事業費の試算及び事業実施時期の調整検討

・中長期的な期間（30 年程度）のうちに想定される新規整備、改善、建替等に係る年度別事業費を試算
・事業費が時期的に偏在する等、試算結果に問題がある場合は、事業実施時期を調整し再度試算

③-3　長期的な管理の見通しの作成

・事業内容、実施時期の方針の検討
・事業内容の調整や事業費の平準化を行い、事業内容、実施時期の方針決定

③-4　計画期間における事業手法の決定

・長期的な管理の見通しに基づき、計画期間（10 年以上）内における最終的な事業手法を決定。
・改善を実施する住棟は、住棟の物理的特性等を踏まえ、全面的改善か個別改善かを決定。

・公共施設等総合管理計画に集約の記載がある場合、再判定の必要がある

・公共施設等総合管理計画で建替としていない木造がある場合、再判定の必要がある

※木造は縮減効果が少ないので「建替」とする
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３－２－４  事業手法の選定 
前項に整理した選定フロー及び評価基準に基づき、市営住宅等ストックの事業⼿法の選定を⾏います。

各判定内容について住棟単位で確認し、その結果に基づき分類します。 
 

１次判定 
1 次判定では、団地・住棟の存続可能性を評価し、事業⼿法の仮設定を⾏うことを目的とします。

これは、「①-1︓団地敷地の現在の⽴地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針」と「①-2︓住棟の現
在の物理的特性による改善の必要性・可能性」という 2 つの視点から事業⼿法を仮設定します。 
 
①-1︓団地敷地の現在の⽴地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
この判定では、「ⅰ）需要」、「ⅱ）効率性」、「ⅲ）⽴地」の 3 つの評価項目の各評価基準を踏まえ、

その団地・住棟を継続管理すべきかを判定します。全ての評価基準で○のみの場合は「継続管理する
団地」、1 つでも×がある場合は「継続管理について判断を留保する団地」と判定します。 
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表 ３－２－４ 社会的特性に関する評価基準 
判定項目 評価基準 評価結果 

①-1-ⅰ） 
需要 

応募倍率 5 年間（R2～6 年度）平均の応募倍率 1.0 以上、 
又は満室による募集なし 

○ 

5 年間（R2～6 年度）平均の応募倍率 1.0 未満、 
又は募集停止 

× 

①-1-ⅱ） 
効率性 

居住誘導
区域 

居住誘導区域内 ○ 

居住誘導区域外 × 

①-1-ⅲ） 
立地 

洪水浸水 0.5ｍ未満の区域（大人の膝まで浸水する程度） ○ 

0.5ｍ以上の区域 × 

土砂災害 区域外 ○ 

区域内 × 

 

 

「×」なし 

■継続管理する団地 

【市営住宅】 

2 山口団地（3.4.7.8 号棟） 

⇒「躯体・避難の安全性に係る改善の必要性」判定へ 

「×」あり 

■継続管理について判断を留保する団地 

【市営住宅】 

1 中里団地、2 山口団地（5.6.9.11～17 号棟）、3佐原団地、4八木沢団地、5 舘合、6 日

の出町団地、7 西ヶ丘団地、8高浜、9津軽石、10 赤前、11 新田平団地、12 長内団地、13

松原団地、14 日向団地、15 桜木団地、16 刈屋団地、17 和美団地、18 刈屋日向団地、19 八

坂団地、20 蟇目団地、21 蟇目第２団地、22 飛の沢団地、23 飛の沢第２団地、24 区界団

地、25 川井団地、26 江繋団地 

【災害公営住宅】 

1 高浜、2 近内、3 崎山、4 日の出町、5 和見町、6西ヶ丘、7西町、8 黒田町、9本町、10

金浜、11 港町、12 上村、13 山口、14 赤前、15 津軽石、16 重茂、17 田老三王、18 田老 

⇒「躯体・避難の安全性に係る改善の必要性」判定へ 
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①-2︓住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
この判定では、団地・住棟の⽼朽度や安全性の観点から、改善の必要性と、その実施の可能性を判

定します。 
「ⅰ）躯体・避難の安全性に係る改善の必要性」、「ⅱ）居住性に係る改善の必要性」、「ⅲ）躯体・

避難の安全性に係る改善の可能性」の 3 つの評価項目の各評価基準に基づき、「改善不要」、「改善が
必要」、「優先的な対応が必要（改善可能）」、「優先的な対応が必要（改善不可能）」の 4 つに判定しま
す。 
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ⅰ）躯体・避難の安全性に係る改善の必要性 
「ⅰ）躯体・避難の安全性に係る改善の必要性」では、躯体や避難経路の現状を評価し、「改善不

要」または「改善が必要」の 2 つに判定します。 
判定項目は、「躯体の安全性」、「避難の安全性」の 2 項目です。判定項目において、「×」がない

場合は「改善不要」と判定し、「ⅱ）居住性に係る改善の必要性」判定に進みます。「×」がある場
合は「改善が必要」と判定し、「ⅲ）躯体・避難の安全性に係る改善の可能性」判定に進みます。 

 
表 ３－２－５ 躯体・避難の安全性に係る改善の必要性の評価基準 

判定項目 評価基準 評価結果 

躯体の安全性 耐震基準 新耐震基準、又は耐震診断の結果耐震性あり、 
診断基準なし（簡耐）、2000 年基準（木造） 

○ 

旧耐震基準、又は耐震診断の結果耐震性なし、 
耐震診断未実施 

× 

避難の安全性 二方向避難 避難可能 ○ 

避難不可能 × 

防火区画 区画あり ○ 

区画なし × 

 

 

「×」なし 

■躯体・避難の安全性に係る改善の必要性なし 

【市営住宅】 

1 中里団地（1～6 号棟）、2山口団地、3佐原団地（1.2 号棟）、4八木沢団地（21～24

号棟）、5舘合、6 日の出町団地、7西ヶ丘団地、12 長内団地、16 刈屋団地、17.和美団

地、18 刈屋日向団地、19 八坂団地（13～17 号棟）、21 蟇目第２団地、22 飛の沢団地、

23 飛の沢第２団地、24 区界団地、25 川井団地、26 江繋団地 

【災害公営住宅】 

1 高浜、2 近内、3 崎山、4 日の出町、5 和見町、6西ヶ丘、7西町、8 黒田町、9本町、

10 金浜、11 港町、12 上村、13 山口、14 赤前、15 津軽石、16 重茂、17 田老三王、18 田

老 

⇒「居住性に係る改善の必要性」判定へ 

「×」あり 

■躯体・避難の安全性に係る改善の必要性あり 

【市営住宅】 

1 中里団地（旧 2～旧 6.15 号棟）、3佐原団地（11～17 号棟）、4八木沢団地（1～20

号棟）、8高浜、9 津軽石、10 赤前、11 新田平団地、13 松原団地、14 日向団地、15 桜

木団地、19 八坂団地（1～3号棟）、20 蟇目団地 

⇒「躯体・避難の安全性に係る改善の可能性」判定へ 
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ⅱ）居住性に係る改善の必要性 
「ⅱ）居住性に係る改善の必要性」では、前項で躯体・避難の安全性に係る改善の必要性がない

と判定された団地・住棟を対象に、居住水準の観点から改善の必要性を評価し、「改善不要」または
「改善が必要」の 2 つに判定します。 

判定項目は、「住⼾面積」、「バリアフリー性」、「住⼾内の設備状況」の 3 項目です。3 つの判定項
目において、「×」がない場合は「改善不要」、「×」がある場合は「改善が必要」と判定します。 

なお、「×」がない団地・住棟のうち、①-1 で該当がない場合は事業⼿法を「維持管理」と判定し
ます。 

 
表 ３－２－６ 居住性に係る改善の必要性の評価基準 

判定項目 評価基準 評価結果 

住戸面積 2 人世帯の最低居住面積水準である 30.0 ㎡以上 ○ 

2 人世帯の最低居住面積水準である 30.0 ㎡未満 × 

バリアフリー性 3 階以上の住宅において EV の設置あり、 
もしくは 2 階以下の住宅 

○ 

3 階以上の住宅において EV の設置なし × 

住戸内の設備状況 浴槽・浴室ありかつ 3箇所給湯の整備済み ○ 

浴室のみまたは 3 箇所給湯の未整備 × 

 
 

「×」なし 

■継続管理する団地、かつ居住性に係る改善の必要なし 

【市営住宅】 

2.山口団地（3.4.7.8.10 号棟） 

⇒事業手法を「維持管理」とする 

 

■継続管理について判断を留保する団地、かつ居住性に係る改善の必要なし 

【市営住宅】 

1 中里団地（1～6 号棟）、2山口団地（5.6.9.11.12 号棟）、3佐原団地（1.2 号棟）、

19 八坂団地（13～17 号棟）、25 川井団地、26 江繋団地 

【災害公営住宅】 

1 高浜、2 近内、3 崎山、4 日の出町、5 和見町、6西ヶ丘、7西町、8 黒田町、9本町、

10 金浜、11 港町、12 上村、13 山口、14 赤前、15 津軽石、16 重茂、17 田老三王、18 田

老 

⇒Ｂグループ に分類して２次判定へ（※優先的な対応は不要） 

「×」あり 

■継続管理について判断を留保する団地、かつ居住性に係る改善の必要あり 

【市営住宅】 

2 山口団地（13～17 号棟）、4 八木沢団地（21～24 号棟）、5舘合、6 日の出町団地、7

西ヶ丘団地、12 長内団地、16 刈屋団地、17 和美団地、18 刈屋日向団地、21 蟇目第２団

地、22 飛の沢団地、23 飛の沢第２団地、24 区界団地 

⇒Ｂグループ に分類して２次判定へ（※優先的な対応は不要） 
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ⅲ）躯体・避難の安全性に係る改善の可能性 
「ⅲ）躯体・避難の安全性に係る改善の可能性」では、前項で躯体・避難の安全性に係る改善の

必要性があると判定された団地・住棟を対象に、改善による対応の現実性を評価し、「優先的な対応
が必要（改善可能）」または「優先的な対応が必要（改善不可能）」の 2 つに判定します。 

判定項目は、「入居者の募集状況」、「構造」、「目標年次における耐用年限」の 3 項目です。判定
項目において、「×」がない場合は「優先的な対応が必要（改善可能）」と判定し、「×」がある場合
は「優先的な対応が必要（改善不可能）」と判定します。 

なお、「×」がある団地・住棟のうち、①-1 で該当がない場合は事業⼿法を「優先的な建替」と判
定します。 

 
表 ３－２－７ 躯体・避難の安全性に係る改善の可能性の評価基準 

判定項目 評価基準 評価結果 

入居者の募集状況 募集停止していない ○ 

募集停止している × 

構造 耐火構造 ○ 

木造、簡易耐火構造（耐用年限が短く、LCC の縮減
効果が少ないため） 

× 

目標年次における 
耐用年限 

耐用年限未満 ○ 

耐用年限経過 × 

 
 

「×」なし 該当なし 

「×」あり 

■継続管理について判断を留保する団地、かつ躯体・避難の安全性に係る改善の可能性

なし 

【市営住宅】 

1 中里団地（旧 2～旧 6.15 号棟）、3佐原団地（11～17 号棟）、4八木沢団地（1～20

号棟）、8高浜、9 津軽石、10 赤前、11 新田平団地、13 松原団地、14 日向団地、15 桜

木団地、19 八坂団地（1～3号棟）、20 蟇目団地 

⇒Ｂグループ に分類して２次判定へ（※優先的な対応が必要） 
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① -3︓１次判定結果 
これまでに実施した「①-1 団地敷地の社会的特性」と「①-2 住棟の物理的特性」の判定を総括し、

以下のように事業⼿法を仮設定しました。 
なお、Ａグループ、Ｂグループに振り分けられた団地・住棟については、引き続き 2 次判定を⾏い、

事業⼿法について検討します。 
 

表 ３－２－８ 団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業手法の仮設定 
物理的特性 

 

社会的特性 

改善不要 改善が必要 

優先的な 

対応が必要 

（改善可能） 

優先的な 

対応が必要 

（改善不可能） 

継続管理 
する団地 

維持管理 
 
 

改善、又は建替 

 
 

優先的な改善、 
又は優先的な建替 

優先的な建替 

継続管理につ
いて判断を留
保する団地 

 
 
 

維持管理、 
又は用途廃止 

 
 
 

改善、建替、 
又は用途廃止 

 
 

優先的な改善、 
優先的な建替、 

又は優先的な用途廃止 

 
 

優先的な建替、 
又は優先的な用途廃止 

 
 

維持管理 
【市営住宅】 
2 山口団地（3.4.7.8.10 号棟） 

Ａ
グ
ル
勖
プ 

改善、又は建替 該当なし 

優先的な改善、 
優先的な建替 

該当なし 

優先的な建替 該当なし 

Ｂ
グ
ル
勖
プ 

維持管理、 
又は用途廃止 

【市営住宅】 
1 中里団地（1～6 号棟）、2山口団地（5.6.9.11.12 号棟）、3佐原団地（1.2
号棟）、19 八坂団地（13～17 号棟）、25 川井団地、26 江繋団地 

【災害公営住宅】 
1 高浜、2 近内、3 崎山、4 日の出町、5 和見町、6西ヶ丘、7西町、8 黒田町、
9 本町 10.金浜、11 港町、12 上村、13 山口、14 赤前、15 津軽石、16 重茂、17
田老三王、18 田老 

改善、建替、 
又は用途廃止 

【市営住宅】 
2 山口団地（13～17 号棟）、4 八木沢団地（21～24 号棟）、5舘合、6 日の出
町団地、7西ヶ丘団地、12 長内団地、16 刈屋団地、17 和美団地、18 刈屋日向
団地、21 蟇目第２団地、22 飛の沢団地、23 飛の沢団地第２団地、24 区界団地 

優先的な改善、 
優先的な建替、 

又は優先的な用途廃止 
該当なし 

優先的な建替、 
又は優先的な用途廃止 

【市営住宅】 
1 中里団地（旧 2～旧 6.15 号棟）、3佐原団地（11～17 号棟）、4八木沢団地
（1～8.10～20 号棟）、8.高浜、9 津軽石、10 赤前、11 新田平団地、13 松原
団地、14 日向団地、15 桜木団地、19 八坂団地（1～3 号棟）、20 蟇目団地 

  

Ｂグループ 

Ａグループ 
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２次判定 
2 次判定は、1 次判定において事業⼿法・管理方針の検討を継続した団地・住棟を対象に、事業⼿

法の仮設定を⾏います。1 次判定でＡグループ、Ｂグループに分類した団地・住棟について、グルー
プ別に事業⼿法の仮設定を⾏います。 

 
②-1︓LCC 比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
A グループの団地・住棟は、「LCC 比較」に基づいて判定します。⻑寿命化型改善を実施した場合の

LCC が、建替を実施した場合の LCC を下回る場合は「改善」、それ以外の場合は「建替」の事業⼿法
を仮設定します。 

 
1 次判定の結果、A グループに分類された団地・住棟は存在しません。したがって、A グループに

対する LCC 比較に基づく事業⼿法の仮設定は⾏いません。 
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②-2︓将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ⅰ）将来ストック量の推計結果 

B グループに分類された団地・住棟は、前章で設定した市営住宅等の需要⼾数を踏まえ、ストッ
ク適正化の視点から、事業⼿法を選定します。目標年次である 2035（令和 17）年の市営住宅等の
需要⼾数（1,086 ⼾）は、現在の市営住宅等の管理⼾数（1,497 ⼾）を下回ることから、新規建設
は原則⾏わず、既存ストックの活用と集約による適正化を基本方針とします。 

 
ⅱ）公共施設再配置計画（実施計画）との整合性に基づく管理方針の判定 

「ⅰ）将来ストック量の推計結果」を踏まえ、将来の市営住宅等の需要⼾数を勘案した上で、「公
共施設再配置計画（実施計画）」との整合を図ります。これにより、「継続管理する団地」又は「当
面管理する団地(建替を前提としない)」のいずれかに管理方針を判定します。 

「公共施設再配置計画（実施計画）」において、「処分」「用途廃止」の方向性が⽰されている団地・
住棟は「当面管理する団地(建替を前提としない)」と管理方針を判定します。「処分」「用途廃止」
以外の方向性が⽰されている団地・住棟は「継続管理する団地」と管理方針を判定します。 

なお、管理方針を「継続管理する団地」とした団地・住棟のうち、「居住性に係る改善の必要性」
で「改善不要」の団地・住棟は事業⼿法を「維持管理」とします。「躯体・避難の安全性に係る改善
の可能性」で「可能性なし」の団地・住棟は事業⼿法を「優先的な建替」とします。1 次判定の結
果、「改善」、「建替」の事業⼿法の仮設定がされた団地・住棟については、次項の LCC 比較を⾏い、
事業⼿法の優位性を確認した上で管理方針を判定します。 

「当面管理する団地(建替を前提としない)」とした住宅のうち、「躯体・避難の安全性に係る改善
の可能性」で「可能性なし」の団地・住棟は事業⼿法を「優先的な用途廃止」とします。 
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表 ３－２－９ 公共施設再配置計画（実施計画）を踏まえた評価基準 
判定項目 評価基準 評価結果 

公共施設再配置計画（実施

計画） 

下記以外 継続管理する団地 

「処分」「用途廃止」 当面管理する団地（建替を前提としない） 

 

継続管理する

団地 

 

■継続管理する団地、かつ居住性に係る改善の必要なし 

【市営住宅】 

1 中里団地（1～6 号棟）、2山口団地（5.6.9.11.12 号棟）、3佐原団地（1.2 号棟）、19

八坂団地（13～17 号棟）、25 川井団地、26 江繋団地 

【災害公営住宅】 

1 高浜、2 近内、3 崎山、4 日の出町、5 和見町、6西ヶ丘、7西町、8 黒田町、9本町 10.金

浜、11 港町、12 上村、13 山口、14 赤前、15 津軽石、16 重茂、17 田老三王、18 田老 

⇒事業手法を「維持管理」とする 

 

■継続管理する団地、かつ躯体・避難の安全性に係る改善の可能性なし 

【市営住宅】 

13 松原団地、14 日向団地、15 桜木団地、19 八坂団地（1～3 号棟）、20 蟇目団地 

⇒事業手法を「優先的な建替」とする 

 

■継続管理する団地、かつ「改善」又は「建替」 

【市営住宅】 

2 山口団地（13～17 号棟）、4 八木沢団地（21～24 号棟）、5舘合、6 日の出町団地（1.2

号棟）、7西ヶ丘団地、16 刈屋団地、17 和美団地、18 刈屋日向団地、21 蟇目第２団地、

22 飛の沢団地、23 飛の沢団地第２団地、24 区界団地 

⇒LCC 比較へ 

当面管理する

団地（建替を

前 提 と し な

い） 

■当面管理する団地 

【市営住宅】 

6 日の出町団地（3-1～3-5 号棟）、12 長内団地 

⇒事業手法を「用途廃止」とする 

 

■当面管理する団地、かつ躯体・避難の安全性に係る改善の可能性なし 

【市営住宅】 

1 中里団地（旧 2～旧 6.15 号棟）、3佐原団地（11～17 号棟）、4八木沢団地（1～8.10～

20 号棟）、8.高浜、9 津軽石、10 赤前、11 新田平団地 

⇒事業手法を「優先的な用途廃止」とする 
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ⅲ）LCC 比較 
⻑寿命化型改善を実施した場合の LCC と、建替を実施した場合の LCC を比較し、建替事業費の

LCC の方が高い場合は「改善」、そうでない場合は「建替」の事業⼿法に仮設定します。 
 
建替事業の LCC の方が高く「縮減効果あり」の場合、「居住性に係る改善の必要性」にて改善が

必要な住宅は事業⼿法を「改善」、「躯体・避難の安全性に係る改善の可能性」にて改善可能な住宅
は事業⼿法を「優先的な改善」とします。 

改善事業費の方が高く「縮減効果なし」の場合、「居住性に係る改善の必要性」にて改善が必要な
住宅は「建替」、「躯体・避難の安全性に係る改善の可能性」にて改善可能な住宅は事業⼿法を「優
先的な建替」とします。 

 
表 ３－２－１０ LCC 比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定の評価基準 

判定項目 評価基準 評価結果 

LCC 比較 改善事業費と建替事業費の比較 

※木造は縮減効果が少ないため建替とする 

建替事業費の方が高い 縮減効果あり 

改善事業費の方が高い 縮減効果なし 

 

 

縮減効果あり 

■縮減効果あり、かつ居住性に係る改善の必要あり 

2 山口団地（13～17 号棟）、4 八木沢団地（21～24 号棟）、5舘合、6 日の出町団地

（1.2 号棟）、7西ヶ丘団地 

⇒事業手法を「改善」とする 

縮減効果なし 

■縮減効果なし 

16 刈屋団地、17 和美団地、18 刈屋日向団地、21 蟇目第２団地、22 飛の沢団地、23 飛

の沢団地第２団地、24 区界団地 

⇒事業手法を「建替」とする 
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②-3︓２次判定結果 
1 次判定と 2 次判定の結果、以下のように事業⼿法を仮設定しました。 
 

表 ３－２－１１ 2 次判定結果 
事業手法 対象住宅 

維持管理 

【市営住宅】 

1 中里団地（1～6 号棟）、2 山口団地（3～12 号棟）、3佐原団地（1.2 号棟）、 

19 八坂団地（13～17 号棟）、25 川井団地、26 江繋団地 

【災害公営住宅】 

全ての住宅 

改善 

改善 

【市営住宅】 

2 山口団地（13～17 号棟）、4 八木沢団地（21～24 号棟）、5舘合、 

6 日の出町団地（1.2 号棟）、7 西ヶ丘団地 

優先的な 

改善 
該当なし 

建替 

建替 

【市営住宅】 

16 刈屋団地、17 和美団地、18 刈屋日向団地、21 蟇目第２団地、22 飛の沢団地、 

23 飛の沢第２団地、24 区界団地 

優先的な 

建替 

【市営住宅】 

13 松原団地、14 日向団地、15 桜木団地、19 八坂団地（1～3 号棟）、20 蟇目団地 

用途

廃止 

用途廃止 
【市営住宅】 
6 日の出町団地（3-1～3-5 号棟）、12 長内団地 

優先的な 

用途廃止 

【市営住宅】 

1 中里団地（旧 2～旧 6.15 号棟）、3佐原団地（11～17 号棟）、4八木沢団地、 

8 高浜、9 津軽石、10 赤前、11 新田平団地 
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３次判定 
3 次判定は、1 次判定及び 2 次判定の結果に基づき、計画期間における事業⼿法を決定します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③-1︓集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

1 次判定及び 2 次判定の結果、集約・再編の検討が必要な団地、又は異なる事業⼿法に判定された
住棟が混在する団地について、効率的な事業実施のため、必要に応じて事業⼿法の再判定を⾏います。
なお、事業⼿法の再判定にあたっては、前章で整理した市全体及び 4 地区（宮古、⽥⽼、新⾥、川井）
の中⻑期の需要⼾数について、地域のストック適正化の視点から検討して判定します。 
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市全体及び各地区の将来の需要⼾数を⾒据えた方向性を以下のとおりとします。 
 

表 ３－２－１２ 将来の需要⼾数を⾒据えた方向性 

 方 向 性 

市
全
体 

【市全体の方向性】 

人口減少や世帯構成の変化に伴う将来的な市営住宅等の需要減少の見通しや、入居率・応

募率が低下している状況を踏まえ、計画的な用途廃止、集約化を推進し、市全体の市営住宅

等の管理戸数を段階的に適正規模へと削減する。引き続き管理する団地・住棟については、

耐用年限まで活用するため、計画的な修繕・改善等を推進し、長寿命化と居住性の向上を図

る。 

 

宮
古
地
区 

【地区の方向性】 

需要減少を考慮して、耐用年限を超過している市営住宅は全て用途廃止することで管理戸

数の適正化を図る。それ以外は引き続き維持管理又は改善する。 

⇒耐用年限を超過している市営住宅は用途廃止とする。 

⇒市営住宅 487 戸及び災害公営住宅 452 戸は継続管理とする。 

田
老
地
区 

【地区の方向性】 

需要減少を考慮して、市営住宅は全て用途廃止し、災害公営住宅へ集約することで管理戸

数の適正化を図る。 

⇒市営住宅は全て耐用年限を超過しているため用途廃止とする。 

⇒災害公営住宅 111 戸は継続管理とする。 

⇒市営住宅に入居している 19 世帯については、地区内の災害公営住宅へ集約する。 

新
里
地
区 

【地区の方向性】 

現在の入居状況及び中長期的な需要減少を考慮し、市営住宅の管理戸数を減らして建替す

ることで管理戸数の適正化を図る。 

・市営住宅は目標年次までに全て耐用年限を超過する。また、現状の入居率は約 5 割（124

戸のうち 67 戸）、応募倍率も低い状況である。また、需要戸数は中長期的には 20 戸程度

まで縮小すると見込まれる。 

⇒中長期的な需要戸数を見据え、20 戸を建替とする。 

⇒市営住宅に入居している一部世帯については、新里地区の建替住宅または他地区の住宅へ

集約する。 

川
井
地
区 

【地区の方向性】 

現在の入居状況及び中長期的な需要減少を考慮し、市営住宅の管理戸数を減らして建替す

ることで管理戸数の適正化を図る。 

・市営住宅は目標年次までに全て耐用年限を超過する。また、現状の入居率は約 5 割（47 戸

のうち 23 戸）、応募倍率も低い状況である。また、需要戸数は中長期的には 20 戸程度ま

で縮小すると見込まれる。 

⇒中長期的な需要戸数を見据え、管理戸数を減らして建替する。 

⇒事業費を平準化するため、建替事業は次期計画期間に実施予定。 

⇒区界団地については、住民意向調査結果を踏まえ、32 戸のうち 8戸を維持管理する。 
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計画期間における地区別の方針図は次のとおりです。 
図 ３－２－２ 地区別の方針図（計画期間中） 
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③-2︓事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 
中⻑期的に想定される事業等に係る概算事業費を試算します。また、事業量及び事業費が偏在しな

いよう、各事業の実施時期の調整を⾏い、中⻑期的な管理の⾒通しを作成します。 
 

１）事業費・事業周期の設定 
中⻑期的な期間内の改善事業、建替事業、用途廃止（除去）にかかる費用を試算するため、事業

費及び修繕周期を設定します。新指針に⽰されている修繕周期表、一般社団法人不動産協会におけ
る「⻑期修繕計画（修繕⼯事項目･周期･単価表）」、及び過去の⼯事費をもとに、項目ごとの⼾あた
り概算事業費と修繕周期を適用します。なお、過去に同様の⼯事実績がある住宅については、過去
の⼯事費と同額を適用します。 

 
表 ３－２－１３ 事業費の設定 

構造 項目 補修 
修繕 

（千円／戸） 
修繕周期 

除却費 

（千円／戸） 

建設費 

（千円／戸） 

木造 
劣化状況に

応じて適宜 

劣化状況

に応じて

適宜実施 

  1,400 LCC 算定プロ

グラムによる

推定再建築費

とした 

  

耐火

構造 

屋上塗装 180 25 年 

外壁塗装等 1,300 25 年 

給水設備 300 25 年 

排水設備 600 25 年 

貯水槽 250 25 年 

 

２）事業実施時期の調整 
事業費の試算に基づき、次の 2 つの視点から事業実施時期を調整します。この結果、財政の平準

化を図るため、川井地区の建替の時期を 1 期（R8〜R17）から 2 期（R18〜R27）へ調整しました。 
・単年度の財政負担が過度に集中すると⾒込まれる場合には、財政の平準化を目的として、建設

年度等を考慮した実施時期の調整を⾏う。 
・⼯事の効率性向上や入居者への影響軽減を目的として、同時施⼯のメリットが発揮されるよう、

団地及び住棟単位での建設年度の調整を⾏う。 
 

表 ３－２－１４ 中⻑期的な管理の⾒通し 

 地区名 1 期（R8～R17） 2 期（R18～R27） 

管
理
戸
数 

宮古地区 939 戸  871 戸  

田老地区 111 戸  40 戸  

新里地区 20 戸  20 戸  

川井地区 23 戸  20 戸  

合  計 1,093 戸  951 戸  

需要戸数 1,086 戸  871 戸  
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③-3︓計画期間に予定する事業（３次判定結果） 
中⻑期的な管理の⾒通しに基づき、計画期間（10 年）内に予定する事業は次のとおりです。 
 

表 ３－２－１５ ３次判定結果 

事業手法 団地・住棟 管理戸数 

新規整備 該当なし 0 戸  

維持管理 

【市営住宅】 

1 中里団地（1～6 号棟）、2 山口団地、3 佐原団地（1.2 号棟）、 

4 八木沢団地（21～24 号棟）、5 舘合、6 日の出町団地（1.2 号棟）、

7 西ヶ丘団地（1～2 号棟）、24 区界団地（うち 8戸）、 

25 川井団地、26 江繋団地 

【災害公営住宅】 

全ての住宅 

1,025 戸  

改
善 

個別改善 
【市営住宅】 

7 西ヶ丘団地（3.4 号棟） 
48 戸  

全面的改善 該当なし 0 戸  

建替 

【市営住宅】 

13 松原団地、14 日向団地、15 桜木団地、16 刈屋団地、 

17 和美団地、18 刈屋日向団地、19 八坂団地、20 蟇目団地、 

21 蟇目第 2団地、22 飛の沢団地、23 飛の沢第 2団地 

20 戸  

管理戸数 合 計 1,093 戸  

用途廃止、 

優先用途廃止 

【市営住宅】 

1 中里団地（旧 2～旧 6.15 号棟）、3佐原団地（11～17 号棟）、 

4 八木沢団地、6 日の出町団地（3-1～3-5 号棟）、8 高浜、 

9 津軽石、10 赤前、11 新田平団地、12 長内団地、 

24 区界団地（うち 24 戸） 

300 戸  
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選定結果 
これまでの 1〜3 次判定結果は、次のとおりです。 

表 ３－２－１６ 事業手法の選定結果 1/2 

  

市営 宮古 中里団地 旧2～旧6
優先建替、

又は優先用途廃止
優先用途廃止 優先用途廃止 -

市営 宮古 中里団地 1～6
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

市営 宮古 中里団地 15
優先建替、

又は優先用途廃止
優先用途廃止 優先用途廃止 -

市営 宮古 山口団地 3、4、7、8、10 維持管理 維持管理 維持管理 -

市営 宮古 山口団地 5、6、9、11、12
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

市営 宮古 山口団地 13～17
改善、建替、
又は用途廃止

改善 維持管理 将来の需要戸数を見据えて、改善せず維持管理するため

市営 宮古 佐原団地 1、2
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

市営 宮古 佐原団地 11～17
優先建替、

又は優先用途廃止
優先用途廃止 優先用途廃止 -

市営 宮古 八木沢団地 1～8、10～20
優先建替、

又は優先用途廃止
優先用途廃止 優先用途廃止 -

市営 宮古 八木沢団地 21～24
改善、建替、
又は用途廃止

改善 維持管理 将来の需要戸数を見据えて、改善せず維持管理するため

市営 宮古 舘合 -
改善、建替、
又は用途廃止

改善 維持管理 将来の需要戸数を見据えて、改善せず維持管理するため

市営 宮古 日の出町団地 1、2
改善、建替、
又は用途廃止

改善 維持管理 将来の需要戸数を見据えて、改善せず維持管理するため

市営 宮古 日の出町団地 3-1～3-5
改善、建替、
又は用途廃止

用途廃止 用途廃止 -

1、2 維持管理 個別改善実施済みのため

3、4
個別改善

（脱炭素社会対応型・長寿命化型）
-

市営 宮古 高浜 1、2
優先建替、

又は優先用途廃止
優先用途廃止 優先用途廃止 -

市営 宮古 津軽石 1、2
優先建替、

又は優先用途廃止
優先用途廃止 優先用途廃止 -

市営 宮古 赤前 1～3
優先建替、

又は優先用途廃止
優先用途廃止 優先用途廃止 -

市営 田老 新田平団地 1～14
優先建替、

又は優先用途廃止
優先用途廃止 優先用途廃止 -

市営 田老 長内団地 1～4
改善、建替、
又は用途廃止

用途廃止 用途廃止 -

市営 新里 松原団地 1～5
優先建替、

又は優先用途廃止
優先建替

市営 新里 日向団地 1～6
優先建替、

又は優先用途廃止
優先建替

市営 新里 桜木団地 1～5
優先建替、

又は優先用途廃止
優先建替

市営 新里 刈屋団地 -
改善、建替、
又は用途廃止

建替

市営 新里 和美団地 1～5
改善、建替、
又は用途廃止

建替

市営 新里 刈屋日向団地 -
改善、建替、
又は用途廃止

建替

市営 新里 八坂団地 1～3
優先建替、

又は優先用途廃止
優先建替

市営 新里 八坂団地 13～17
維持管理
又は用途廃止

維持管理

市営 新里 蟇目団地 1～5
優先建替、

又は優先用途廃止
優先建替

市営 新里 蟇目第２団地 -
改善、建替、
又は用途廃止

建替

市営 新里 飛の沢団地 -
改善、建替、
又は用途廃止

建替

市営 新里 飛の沢第２団地 -
改善、建替、
又は用途廃止

建替

うち8戸 維持管理
事業費の平準化を図り、次期計画期間に建替えを実施す
るため

うち24戸 用途廃止 住民意向調査結果を踏まえ、用途廃止とする。

市営 川井 川井団地 1～10
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

市営 川井 江繋団地 -
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

市営 川井 区界団地

棟
番
号

住
宅
種
別

地
区
名

住
宅
名

市営 宮古 西ヶ丘団地

１次判定結果 ２次判定結果 ３次判定結果 判定変更の理由

新里地区で
計20戸建替

計画期間内に耐用年限を迎え、新里地区で集約的に建替
えとするため

改善、建替、
又は用途廃止

建替

改善、建替、
又は用途廃止

改善
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表 ３－２－１７ 事業手法の選定結果 2/2 

 

  

災害
公営

宮古 高浜 1、2
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 近内 1、2
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 崎山 1
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 日の出町 1～6
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 和見町 1
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 西ヶ丘 1
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 西町 1
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 黒田町 1
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 本町 1
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 金浜 1、2
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 港町 1
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 上村 1
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 山口 1
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 赤前 1～7
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 津軽石 1
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

宮古 重茂 1～4
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

田老 田老三王 1～8
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

田老 田老三王 9～10
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

災害
公営

田老 田老 1
維持管理
又は用途廃止

維持管理 維持管理 -

２次判定結果 ３次判定結果 判定変更の理由１次判定結果

棟
番
号

住
宅
種
別

地
区
名

住
宅
名
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３－３ 事業の実施方針 
３－３－１  点検の実施方針 

点検の基本的な考え方 
点検は、市営住宅等ストックの安全性の確保と機能の適正な維持を目的とします。定期点検及び日

常点検を計画的に実施し、その結果を修繕計画や⻑寿命化対策の基礎データとして活用します。 
 

定期点検の実施方針 
定期点検は、施設の劣化状況を詳細に把握し、将来の修繕計画の基礎データとするための点検です。 
法定点検の対象となっている住棟は、建築基準法 12 条に基づき、適切な項目・頻度で点検を継続

して実施します。法定点検の対象外となっている住棟に対しては、同法の規定に準じ、法定点検と同
等の点検基準（項目・頻度）で点検を実施します。(これらをあわせて「定期点検」という)  

また、住宅内部への⽴ち入りが必要な共用部分（バルコニー等）及び入居者の安全性に直結する専
用部分の設備については、入退去時の機会を活用し、点検記録を確実に蓄積します。 
法定点検 

建築基準法(法第 12 条)では、一定以上の規模の建築物の敷地、構造、昇降機及び建築設備につい
て、定期的に損傷、腐⾷その他劣化の状況を点検することを義務付けています。 

 
日常点検の実施方針 

日常点検は、施設及び設備の機能維持と入居者の安全性確保のため、不具合への迅速な対応を目的
として実施します。目視可能な部位を中心に、年間を通じて計画的に実施します。 

法定点検の点検項目には含まれませんが、市営住宅等ストックの適切な維持管理のため状況把握が
必要な施設・設備（遊具、外構、自転⾞置き場等）については、日常点検においてその状態を確認し、
記録します。 
日常点検 

日常点検は、年 1 回程度、「公営住宅等日常点検マニュアル（2016（平成 28）年 8 月）国⼟交通
省 住宅局 住宅総合整備課)」に則り実施するもので、建築基準法 12 条で規定する有資格者以外によ
る実施も可能です。 

図 ３－３－１ 定期点検・日常点検の位置づけ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
            参考資料︓「公営住宅等日常点検マニュアル」 

法定点検(従来とおり) 
法定点検(従来とおり) 
法定点検と同等の点検 

 

法定点検の対象となる市営住宅等 法定点検の対象外の市営住宅等 

定期点検 

日常点検 

＋補完 ＋補完 
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点検結果の活⽤ 
点検結果は、市営住宅等ストックの適切な修繕・維持管理、⻑寿命化計画における修繕・改善計画

の検討、及び次期点検の効率化のための基礎データとして活用します。 
 

３－３－２  計画修繕等の実施方針 
計画修繕の基本的な考え方 

計画修繕は、「維持管理」または「改善」と判定された住宅の継続的な機能維持と安全性確保を目的
として、経年劣化に伴う⽼朽化した施設や設備等の原状回復を⾏います。計画修繕の実施にあたって
は、修繕周期表（表 ３－３－１〜表 ３－３－４）を標準的な目安として修繕時期を設定します。 

 
点検結果に基づく修繕計画 

計画修繕の実施時期や優先度の決定にあたっては、定期点検及び日常点検の結果を活用し、実態に
即した計画を策定します。⽼朽化が確認された場合は、⽼朽化の度合いや緊急度及び危険度に応じた
客観的な優先順位を設定し、実施時期を検討します。建物の安全性が確認され、劣化が軽微または劣
化が⾒られない場合には、他の団地との⼯事時期の平準化及び LCC 縮減の視点から、修繕時期の延期
を検討します。なお、住⼾内の修繕については、原則として入居者が退去した後に点検及び修繕を⾏
います。 

 
計画修繕の効率化とコスト縮減 

⼯事の効率化と費用の削減を図るため、⼯事時期の近い修繕内容、または建設年代・住棟タイプが
同じ住棟の⼯事時期を調整し、⼯事を一括で発注・実施することで効率化を図ります。また、改善⼯
事（個別改善）の実施時期と近接する場合は、当該改善事業に合わせて計画修繕を同時に実施するこ
とにより、相乗的な⼯事の効率化と費用削減を図ります。 
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表 ３－３－１ 修繕周期表 1/4 
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表 ３－３－２ 修繕周期表 2/4 
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表 ３－３－３ 修繕周期表 3/4 
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表 ３－３－４ 修繕周期表 4/4 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典︓公営住宅⻑寿命化計画策定指針（改定）平成 28 年 8 月－国⼟交通省 
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３－３－３  改善事業の実施方針 
改善事業の基本的な考え方 

改善事業は、「改善」と判定された住宅の⻑期的な活用を可能にすることを目的として、建物の耐久
性、居住水準、機能性を向上させます。改善にあたっては、⻑寿命化型の個別改善を原則として実施
し、一部の団地においては脱炭素社会対応型の個別改善を実施します。 

なお、改善事業の実施にあたっては、建物・設備の⽼朽度、社会的要請（環境負荷低減等）、財政状
況を総合的に勘案し、事業の優先度を設定した上で、計画的かつ段階的に実施します。 
 

改善事業の類型 
① ⻑寿命化型改善 

居住性・安全性等が確保されている住宅について、建物の耐久性向上、LCC 縮減、及び維持管理の
容易性向上を目的とした個別改善を実施します。 
 
② 脱炭素社会対応型改善 

地球温暖化対策及び環境負荷の低減に貢献するため、省エネルギー性能の向上や、再⽣可能エネル
ギー設備の設置などを目的とした個別改善を実施します。 
 

改善事業の対象項目 
改善事業の具体的な対象項目は、住⼾、共用部、屋外・外構の各部位について表 ３－３－５に⽰す

とおりとします。 
 

表 ３－３－５ 改善事業の対象項目 
 住戸改善 共用部改善 屋外・外構改善 

長寿命化型改善 ・浴室の防水性向上に資

する工事 

・配管の耐久性向上に資

する工事 等 

・躯体・屋上・外壁・配管

の耐久性向上 

・避難施設の耐久性向上

等 

・配管の耐久性・耐食性

向上に資する工事 等 

脱炭素社会対応型改善 ・内壁の断熱性向上に資

する工事 

・開口部（窓）の二重サッ

シ化 等 

 ・外壁の断熱性向上に資

する工事 等 
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計画期間中に改善事業を実施する団地 
計画期間中の改善事業は、以下の市営住宅において実施します。 
 

表 ３－３－６ 計画期間中に改善事業を実施する団地 

団地名 長寿命化型改善事業 脱炭素社会対応型改善事業 

【市営住宅】 

7 西ヶ丘団地（3 号棟） 

給水設備改修 

（2027（令和 9）年度予定） 

 

【市営住宅】 

7 西ヶ丘団地（4 号棟） 
外壁改修工事 

（2026（令和 8）年度予定） 

給水設備改修 

（2027（令和 9）年度予定） 

断熱リフォーム 

（2026（令和 8）年度予定） 

【市営住宅】 

7 西ヶ丘団地（集会所） 

外壁改修工事 

（2026（令和 8）年度予定） 
 

 
３－３－４  建替事業の実施方針 

建替事業の基本的な考え方 
建替事業は、人口減少や将来の市営住宅等の需要減少を⾒据え、管理⼾数の適正規模化を図ること

を基本とします。管理⼾数の適正化を⾏うにあたっては、単に市全体の需要予測に基づくだけでなく、
地域コミュニティの維持といった地域の特性と役割を考慮し、集約や建替の必要性を判断することと
します。 

なお、新⾥地区の市営住宅については、中⻑期的な需要⼾数を⾒据え、地区内に分散する市営住宅
を集約し、管理⼾数を減らして 20 ⼾程度建替することとします。 

 
計画期間中に建替事業を実施する団地 

計画期間中の建替事業は、以下の市営住宅において実施します。 
 

表 ３－３－７ 計画期間中に建替事業を実施する団地 
 

団地名 

【市営住宅】 

13 松原団地、14 日向団地、15 桜木団地、

16 刈屋団地、17 和美団地、 

18 刈屋日向団地、19 八坂団地、 

20 蟇目団地、21 蟇目第２団地、 

22 飛の沢団地、23 飛の沢第２団地 

 

計 124 戸 

  

 

 

 

新里地区内に建替 

 

 

 

 

計 20 戸 
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３－３－５  ⽤途廃止の実施方針 
⽤途廃止の基本的な考え方 

「用途廃止」または「優先用途廃止」と判定された団地については、⻑期的な視点に基づき、計画
的かつ段階的に用途廃止を推進し、市営住宅等ストックの最適化を図ります。 

 
⽤途廃止に向けた進め方 

 用途廃止対象団地においては、新規入居を停止し、退去後の住⼾を政策空家として管理しながら、
計画的に団地の空家化を進めます。 

 団地の集約や建替に伴い移転を⾏う場合は、移転先の確保及び入居者の移転を完了させた後に、
用途廃止⼿続きを実施します。 

 用途廃止後の解体、譲渡、または他用途への転用等については、入居者の意向や地域のまちづくり
方針等との整合を図り、総合的に検討します。 

 
⼊居世帯への支援と対応 

 集約や建替の事業に伴い移転が必要となる世帯に対しては、入居者保護の観点から、計画内容及
び移転⼿続きに関する住⺠説明会を開催するなど、適切な情報を提供します。 

 個別の⽣活状況やニーズに対応した移転先を検討するため、希望移転先の意向調査を実施し、円
滑な移転を支援します。 

 
計画期間中に⽤途廃止を実施する団地 

計画期間中の用途廃止は、以下の市営住宅において実施します。 
 

表 ３－３－８ 計画期間中に⽤途廃止を実施する団地 

団 地 名 

【市営住宅】 

1 中里団地（旧 2～旧 6.15 号棟）、3佐原団地（11～17 号棟）、 

4 八木沢団地（1～8.10～20 号棟）、6日の出町団地（3-1～3-5 号棟）、8高浜、

9 津軽石、10 赤前、11 新田平団地、12 長内団地、24 区界団地（うち 24 戸） 
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第４章 ⻑寿命化のための事業実施予定 
計画期間内に実施する計画修繕・改善・建替等の事業実施予定は、次のとおりです。 
 
【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 
【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧 
【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧(集会所・遊具等)  
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   【
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　事業主体名：　岩手県宮古市

法定点検
法定点検に
準じた点検

松原団地住宅 1 4 簡平 1965 2026

松原団地住宅 2 4 簡平 1965 2026

松原団地住宅 3 4 簡平 1965 2026

松原団地住宅 4 4 簡平 1965 2026

松原団地住宅 5 4 簡平 1965 2026

日向団地 1 5 簡平 1971 2026

日向団地 2 3 簡平 1971 2026

日向団地 3 3 簡平 1971 2026

日向団地 4 3 簡平 1971 2026

日向団地 5 3 簡平 1971 2026

日向団地 6 3 簡平 1971 2026

桜木団地 1 4 簡平 1978 2026

桜木団地 2 4 簡平 1978 2026

桜木団地 3 4 簡平 1978 2026

桜木団地 4 4 簡平 1978 2026

桜木団地 5 4 簡平 1978 2026

刈屋団地 - 1 木二 1988 2026

刈屋団地 - 1 木二 1988 2026

刈屋団地 - 1 木二 1988 2026

刈屋団地 - 1 木二 1988 2026

刈屋団地 - 1 木二 1988 2026

和美団地 1 1 木一 1989 2026

和美団地 2 1 木一 1989 2026

和美団地 3 1 木一 1988 2026

和美団地 4 1 木一 1988 2026

和美団地 5 1 木一 1988 2026

刈屋日向団地 - 1 木二 1991 2026

刈屋日向団地 - 1 木二 1991 2026

刈屋日向団地 - 1 木二 1991 2026

刈屋日向団地 - 1 木二 1991 2026

八坂団地 1 4 簡平 1966 2026

八坂団地 2 4 簡平 1966 2026

八坂団地 3 4 簡平 1966 2026

八坂団地 13 1 木二 1996 2026

八坂団地 14 1 木二 1996 2026

八坂団地 15 1 木二 1996 2026

八坂団地 16 1 木二 1996 2026

八坂団地 17 1 木二 1996 2026

蟇目団地 1 4 簡平 1972 2026

蟇目団地 2 4 簡平 1972 2026

蟇目団地 3 4 簡平 1972 2026

蟇目団地 4 4 簡平 1972 2026

蟇目団地 5 4 簡平 1972 2026

蟇目第２団地 - 1 木一 1989 2026

蟇目第２団地 - 1 木一 1989 2026

蟇目第２団地 - 1 木一 1989 2026

飛の沢団地 - 1 木一 1990 2026

飛の沢団地 - 1 木一 1990 2026

飛の沢団地 - 1 木一 1990 2026

飛の沢団地 - 1 木一 1990 2026

飛の沢団地 - 1 木一 1990 2026

飛の沢第２団地 - 1 木二 1994 2026

飛の沢第２団地 - 1 木二 1994 2026

飛の沢第２団地 - 1 木二 1994 2026

飛の沢第２団地 - 1 木二 1994 2026

飛の沢第２団地 - 1 木二 1994 2026

注）新里地区内の住宅は、非現地に20戸建替を行う予定です。

　　建替後の建物は「木造平屋１戸建て」と仮定しますが、LCC算定上「中耐階段室型」を選択し算定を行っています。

2035年度までに
実施予定

計20戸LCC
16,477

新里地区で
計20戸建替

【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

LCC
（千円/年）

次期点検時期
備考

新規又は建替整備
予定年度

　住宅の区分： 公営住宅 ・ 特定公共賃貸住宅 ・ 地優賃（公共供給） ・ 改良住宅 ・ その他（　　　　）

団 地 名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
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第５章 LCC とその縮減効果の算出 
新指針に⽰されている LCC 算出の考え方に基づき、LCC 算定プログラムを活用して、「新規整備事業

及び建替事業」と判定した住棟における LCC 及び、「⻑寿命化型改善事業、全面的改善事業」と判定し
た住棟における LCC の縮減効果を算出します。 

 
５－１ 新規整備事業及び建替事業における LCC 

３次判定の結果、「新規整備」の団地はないため、「建替事業」判定した住棟における LCC を確認しま
す。 

表 ５－１－１ 建替事業の LCC の算出 
団 地 名 戸数 構造 建設年度 LCC（千円/年） 

新里地区内の団地 20 木一 R17 年度までに実施予定 16,477 

※建替後の建物は「⽊造平屋 1 ⼾建」と仮定します。 
※表中の LCC は、建替する 20 ⼾の累計年間 LCC を⽰しており、以下の⼿順で算出しています。 

① 1 ⼾あたりの LCC ︓24,715,200 円 
② １⼾あたりの年間 LCC ︓①÷ 30 年（耐用年数）＝ 823,840 円/⼾・年 
③ 20 ⼾の累計年間 LCC ︓②× 20 ⼾＝16,476,800 円/年（16,477 千円/年） 

 
 

５－２ 改善事業における LCC の縮減効果 
３次判定の結果、「全面的改善事業」と判定した団地はないため、「⻑寿命化型改善事業」と判定した

住棟の LCC の縮減効果を確認します。 
以下の設定条件において、各住棟における改善の内容で⻑寿命化改善事業を実施する場合としない場

合の「建設から次回の建替までに要する年当たりのコスト」を算定し、それらのコストを比較して縮減
効果の有無を判断します。「LCC 縮減効果」がプラス（1 円以上）であれば、改善事業への投資が適切で
あると判断します。 

 
表 ５－２－１ 改善事業の LCC 算定における条件 

条件区分 条件 

Ａ：計画前 
耐火構造の住棟を 50 年間活用する前提で、活用期間（過去及び将来）における「修

繕費」と「建設費（推定再建築費）」で構成する年間の平均コスト 

Ｂ：計画後 

耐火構造の住棟を 70 年間活用する前提で、活用期間における「改善事業費」と過去

及び将来における「修繕費」及び「活用期間終了時点での建設費（推定再建築費）」

で構成する年間の平均コスト 

年平均改善額 
Ａ―Ｂで求められる長寿命化改善事業の効果額（実施時期の異なる事業の費用と便

益を比較するため、現在価値で算出） 

 
表 ５－２－２ 改善事業（⻑寿命化型）の LCC 縮減額の算出 

団 地 名 戸数 構造 建設年度 LCC 縮減効果（千円/年） 縮減効果 

西ヶ丘団地 

（3 号棟） 
24 耐火 S60 2,316 あり 

西ヶ丘団地 

（4 号棟） 
24 耐火 S61 2,060 あり 

 


